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地域社会と寺院をつなぐために教団が担う
中間支援機能のあり方の考察
一-NPOに対する支援組織と比較して一一
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第1節研究の背景と目的

近年、地域社会における寺院の存在や役割について、

改めて注目が集まり聞い直しが行われている。例えば、

コンサートや講演会といったイベントから、僧侶らに

よるボランティア、日常のお参りによる交流機能、あ

るいは、東日本大震災における避難施設や心のケアの

機能等が対象となり、特に研究的則而においては寺院

機能としてのソーシャル・キャピタル(社会関係資

本)の観点からも関心が寄せられることが多い。

そもそも明治時代に入るまでは、寺院は法要の他、

公的な機能として寺諸制度(戸籍管理)等を担いつつ、

さらに地域社会の交流スペースとして機能してきた。

詳細については第 l章で述べるが、明治時代に入ると

神仏分離、廃仏致釈による大きな変化の中で、寺諦制

度が廃止され、寺院が内包していた医療や教育、芸術

文化等の様々な「場Jとしての交流機能が他分野、他
機関に委ねられるようになった。その後も、寺院は大

正時代をピークに社会事業1)に取り組んできたが、太

平洋戦争後の農地解放や政教分離政策、宗教法人法の

施行等の社会的な変化を受けて、次第に法要機能のみ

に縮退していった寺院が大勢を占めるようになったと

考えられる。石川(1991)は「寺院はさまざまな契機

によって建立され、仏教教化を通じて社会的な要請に

こたえてきたが、寺院の先駆的で社会的な活動が公的

な制度に取り込まれ、そのために寺院活動の主体性が

失われていったという側面も見られるJと指摘してい
る2)。

今や、社会の宗教離れ、脱葬式、あるいは寺院運営

の基盤である檀信徒減少による寺院の先制りが懸念さ

れており、このままでは法要を中心に迎営されている

小規模な寺院から徐々に消滅する状況も想像に難くな
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い。しかしながら、先述のとおりソーシャル・キャピ

タルとしての可能性に対する注目が集まっていること

も事実である。寺院のミッションの核である宗教機能

の重要性はもちろんのこと、寺院建立の時代の要請と

は異なる、現代社会における寺院の役割を動態的に捉

えなおす必要があるのではないか。寺院と NPOの協
働等、民間同士のハイブリッドで新しい寺院のあり方、

社会のための寺院活動を創造することで、寺院は現代

社会においても大きな社会資源となり得ることを仮説

的に考えている。

ところが、地域社会における寺院の活動は、現状は

個々の寺院の判断に委ねられているため、知識やスキ

ル、資源が無いということで着手出来ていない寺院が

大半を占めている可能性がある。個々の寺院の力では

取り組みにくい側面に対しては、多くの寺院が包括関

係にある包括宗教法人(宗派の事務所。以下「教団J)

の支援機能が重要になると考えるが、教団においても

資金を支援する事業は見られるものの、知識やスキル

を十分に提供出来ているとは言・ぃ難い。その原因の一

端として、地域社会における守z院の活動が教団によっ

て有効に評価されていない、あるいは教団による資金

以外の支援の取組みのノウハウがない可能性が考えら

れる。特に、この教団における支援機能の課題こそ、

寺院の活動を活性化させるための重要な問題と認識し、

研究対象として取り組む必要があると考えている。

そこで、本研究では教団の支援構造に類似する他の

支援組織の支援という視点から教団の支援について分

析し地域社会における寺院の活動を活性化させるた

めに必要な教聞の支援のあり方を考察し、その課題を

明らかにすることを目的としている。

第2節既往研究の整理及び研究の位置づけ

(1) 用語の定義

本研究において使用する用語の定義は、以下のとお

りとする。

・教団

宗教法人法(昭和二十六年法律第百二十六号)に

規定された包括宗教団体をいう。ここでは、特に

包括宗教団体の事務所及びその機能をいう。

・教区

地方の教団の事務等を処理するために、多くの教
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図1 本研究における教団の中間支援の概念

(1)ある事業について、教団が地域社会に直接展開するので
はなく、その事業に取り組む寺院を支援している状態。

事業展開

× 
支援 事業展開

(2) r支援する情報」ゃ「支援してほしい情報」について、
第三者と寺院を仲介している状態。

事業展開

助成財団・支援者・ボランティア

聞が都道府県程度の範囲で全国に設置する機関0

.教団が行う中間支援

本研究における教団の中間支援の概念は図 lのと

おりとする。ある事業について、教団が地域社会

に直接展開するのではなく、その事業に取り組む

寺院を支援している状態ないし、「支援する情報J
や「支援してほしい情報Jについて、第三者と寺
院を仲介している状態をいう。

・寺院

宗教法人法(昭和二十六年法律第百二十六号)に

規定された宗教法人(団体)をいう白ここでは、

施設だけではなく、住職やその弟子、家族等を含

む0

・伝統仏教寺院

明治時代より前に成立した宗派の寺院3)0

.教師

教団に所属する僧侶のうち、所定の課程を経て僧

階の分限等が与えられた一人前の僧侶をいう。

.NPO 

特定非営利活動促進法(平成十年法律第七号)に

規定された特定非営利活動法人 (NPO法人)に

とどまらず、任意の市民活動団体を含む広義の

NPOをいう。

・支援 NPO

上記 NPOに対して情報や資源を仲介する等の中

間支援機能を担う民間組織の略称、とする。

(2) 研究の対象

教団の中間支援機能のあり方を研究の対象とする。

そのための手掛りとして、支援 NPOの支援の現状と

課題を分析する。支援 NPOを手掛りとする理由とし

て、政府セクターに属する行政や、企業セクターに属

する営利を目的とした企業の支援機関である商工会議

所等とは違い、 NPOの支援を目的とした中間支援組

織(インターミデイアリー)は、教団と同じ社会セク

ター(市民セクター)の担い手であり、非営利かっ多

様な人々の幸せの実現をめざす利他的な組織として親

和性が高く、その機能において類似性が多くあるもの

と考えている。

また、 P.F.ドラッカーが著書の冒頭で「元祖 NPO

はお寺だJと述べたように4)、支援の対象である寺院
とNPOにおいても、その機能に類似性が見られる。

日本 NPOセンターのウェプサイトによると、同サ

イトで紹介する支援 NPOの定義として以下の4つの

条件をあげている5)。

・(個人ではなく)NPOの組織支援を主としてい

る

・常設の拠点がある

• NPOの組織相談に対応出来るスタッフが常勤
している

・分野を限定せずに支援をしている

上記の定義について、 NPOを寺院に置き換えると、

教団も中間支援組織と言えるのではないかという仮説

を立てることが出来る。この点については、以降の比

較の中で明らかにしていきたい。

さらに、寺院や NPOは単位法人(または団体)で

あるo 教団や支援 NPOは、その運営に直接指示する

ことは出来ない。また、教団が地域社会の人々に直接

事業を展開するのではなく、寺院を通じて間接的に関

わるのが一般的である。そのため、関与の手法は構造

上類似すると推測される(図2-1)。

但し、森岡(1986)は「宗教組織には世俗と超俗

(聖)の二面があり、前者は後者を背負って成立して

いるJと述べている。その上で、「世俗の組織にはた
とえば民主化が可能であるが、超俗の組織は民主化に

なじまず、ただ権威への帰依があるだけJといった矛
盾的関係にあるとするo そして、「相互依存的であっ

て同時に矛盾的でもあり得る世俗の組織と超俗の組織

との関係こそ、宗教組織を真に特色づけるjと分析し

ている6)。この世俗の組織について詳しく確認すると、

まず、教団における宗教法人法上の意思決定機関は責

任役員会である。しかし、黒神(1999)によると「ほ

とんどの教団は全図的に被包括宗教法人や団体をかか

え、膨大な組織と財産を有するため、それらをより民

主的、合理的に維持統制し、運用する必要があること

から、法人規則の任意的記載事項でありながら、議会

等7)の議決機関(以下、「議会等J)を設置しているJ

ことが明らかとなっている8)。

つまり、複数の意思決定機関によって運営されてい

るということであるロこの点については、 NPOも最

高意思決定機関である総会と、任意ではあるが理事会

を設置して運営することが一般的であることから、意

思決定の仕組みは似ていると言える。反対に、収入の

構造は異なっている。教団の収入は寺院から賦課金9)
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図2-1 支援NPOと教団の支援構造の類似性 図2-2 教団の多元的構造

(支援NPOJ [ 教同 ) 超俗 教義、法要等

(NPOA社会;:Lt平均「 管理機能 議会、寺院特翌日常;

..J世俗
支援機能 寺院の社会活動支援等-・ーーー

表 1 教団と支援 NPOの類似と相違

意思決定機関(必須)I意思決定機関(任意) 中心となる収入

寺院に対するl風説金責任役員会 |議会等

企~必』
市c.~ 理事会

等が中心となっている。支援 NPOの収入は、寄付金

や補助金・助成金、あるいは事業委託収入が中心であ

ることから、自己財源による支援に関しては単純な比

較は出来ないと言える(表 1)。世俗の事業について

は、この議会等で承認された規程等が施行されること

により実行可能となる。世俗の事業は、議会等の他に

僧侶や寺院の台帳管理といった管理事業と、{問{日や寺

院の活動に対する支援事業に分けられる。 NPOはそ

れぞれのミッションの達成が核となるが、寺院は宗教

活動がミッションの核となる D このことから、教問は

超俗、世俗の管理事業、そして世俗の支援事業の順に

トップダウンする多元的な構造と言えるo (図2-2)。

なお、今回、手掛りとする支援 NPOの支援のあり

方については、あくまでも教団の世俗の支媛事業との

比較分析において有効であり、教団のそれ以外の事業

については支援 NPOの支援は手掛りとはならないも

のと考えている。

その上で、研究の対象を考察するための比較情報と

して、図2-1について「支援 NPOによる支援Ji地
域社会における寺院の活動Ji教団の支援」の3つに
区分し、調査及び分析を行うこととしたい。

(3) 既往研究の整理

先に区分した研究の対象別に、既往研究の整理をす

る。

-支援 NPOによる支援

内閣府 (2002)は、中間支援組織を「多元社会にお

ける共生と協働という目標に向かつて、地域社会と

NPOの変化やニーズを把挺し、人材、資金、情報等

の資源提供者と NPOの仲立ちをしたり、また、広義

の意味では各種サービスの需要と供給をコーデイネー

トする組織」と定義している10)。

吉田 (2004)は「中間支援組織とは組織と組織とを

媒介し、活動を支援する組織であるJとし、その支援
内容として「同種の活動を行う組織聞のネットワーク

づくり、資源提供者と事業組織とのマッチング、非営

寄付、補助金・助成金、事業委託収入

利活動の啓蒙、非営利組織の環境整備のためのアドポ

カシ一、非営利組織を対象としたコンサルテイングや

研修、さらには調査研究、政策提言等」を挙げてい

る11)。また、古聞によると、設立パターンの類型とし

て、公設公営、公設民営、民設民営があり、特定の事

業活動から発展したものと、当初から NPOや市民活

動を支援することを目的としたものがあると整理して

いる12)。

田尾 (2004)は、 iNPOの資源不足は常態化してお

り、資源の調達を支援する NPOがなければ、事業が

行き詰まるのは当然である」と、支援 NPOの重要性

を指摘している。また、「支援 NPOは効率を優先さ

せるので、小さな規模でもピュロクラシーを採用して

いる」と説明している13)。

教団を上記の設立パターンに当てはめると民設民営

になり、当初から寺院や僧侶の活動を支援することを

目的としている中間支援組織と言える。また、第3寧

で詳述するが、寺院が地域社会で活動をするにあたっ

て資金や情報等の資源不足になっている傾向や、教団

もピュロクラシーを採用していることが明らかになっ

ている。

-地域社会における寺院の活動

寺院と地域社会の関係性については、近年特にソー

シャル・キャピタルの観点から注目を集めている。桜

井と稲場による宗教とソーシャル・キャピタルの諸研

究14)により、寺院は様々な活動を通じて社会資源とな

り得る可能性が述べられている。あるいは、建築学の

視点から、近年、寺院施設の多目的利用機能が出現す

る等、地域空間としての新たな役割が生じる可能性へ

の言及がある(森・平山. 1999) 15)。他にも、機井ら

(2016)によると、各教団が行った調査等を通じて、

地域社会に寺院があることが地域の人々の安心感やコ

ミュニテイの述帯感に大きな影響を与えていることが

確認されている16)。また、伊藤ら (2016)が実施した

ソーシャル・キャピタルがアウトカムに与える影響に

関する調査では、小学生の頃に近所に寺院や神社等が

あると、幸福皮をi弱めることがl珂らかとなっている17)。
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このように、寺院の地域社会における役割や活動に対

する研究は多岐にわたっており、その中で地域社会に

おける寺院の有意性が述べられている。しかしながら、

寺院の社会活動に対する取組みの実態について、大塚

(2015)は寺院内外の社会の変化や問題を取り上げた

上で「寺院や僧侶が社会の変化に対応出来ていなしリ

と指摘している18)。公益財団法人浄土宗ともいき財団

が2016年に実施したアンケート調査(対象:全国の浄

土宗正住職寺院5.498ヶ寺、回収数892件)では、「あ

なたは、寺院として、または、個人として、地域社会

その他のために何かなさっておられますかJの問いに、
「している 577件 (64.7%)Jrしていない247件
(27.7%)Jと回答があった。さらに、「していないj

と回答した寺院に対する「あなたは、今後「したいj

と思っておられますかJの問いに、「思っている84件
(34.0%)J r思っているが、できない96件 (38.9%)J
「思っていない63件 (25.5%)Jと回答があった。つま

り、回答全体の20%余りの寺院が、何かしたいが出来
ていない寺院と言える19)。

また、吉野ら (2009)による札幌市の調査では、寺

院が社会活動を実施しない理由として、「スタッフ数

に余裕がないJr情報やノウハウがないJといった結
果が確認出来た加。他にも、全日本仏教青年会

(2∞3)の調査によると、葬式仏教と批判される中で
の寺院運営のあり方として、寺院を交流の場として社

会に開放して寺院と人々との関わりを活性化し、葬

儀・法要以外の接点を持とうとする傾向が確認出来

た21)。

以上のことから、調査の年代や地域は異なるものの、

総じて寺院も地域社会における活動の必要性を意識し

ていること、しかしながら、実施にあたっては支援が

必要である傾向が見えてくるのである。

-教団の支援

公益財団法人全日本仏教会と日本仏教社会福祉学会

による東日本大震災の支援に関する調査m等、震災に

特化した支援の実績の集約がある。また、猪瀬

(2009)による伝統仏教教団以外も含む主要9教団の

社会活動に関する調査があり如、多種多様で広範囲に

わたる社会活動を展開していることが確認出来るもの

の、教団の支援の具体的な手法は明らかになっておら

ず、伝統仏教教団で回答したのは1教団に留まってい

るo この様に、伝統仏教教団の寺院に対する支援の研

究は少なく、特にその支援について中間支援という視

点で着目し、かつ教団を横断的に分析している研究は

見当たらなかった。

-まとめ

以上のことから、地域社会における寺院の社会活動

は注目を集めながらも、取り組みたくても取り組めな

い寺院が存在していることが確認出来る。そのような

寺院に対しては中間支援が必要であることも明らかに

なっていながら、それらの寺院を包括する教団の中間

支援機能は充分に満たされておらず、なおかつ、その

ことに関する研究や提言もなされていないのが現状で

ある。よって、教団の中間支援機能について研究が必

要であると考える。そのためには、教団の中間支援に

ついては基本的かつ教団を横断した情報が不足してい

ることから、教団に対するアンケート調査が必要不可

欠であると考える。また、寺院側の需要の把握のため、

何らかの社会活動を通じて助成金を受けた寺院に対し

て、助成金以外に必要と感じる教団の支援についてア

ンケート調査を実施する。さらに、一般的な中間支援

のあり方を参考として教団の支援と比較するために、

支援 NPOに対して現状行っている支援のアンケート

調査を実施する。本研究においては、今まで教団を横

断して把握されていなかった教団の中間支援事業を明

らかにするとともに、寺院の需要及ぴ支援 NPOの支

援と比較することで支援のあり方を考察したい。この

ことは、今後、教聞が中間支援事業の活動領域を伸展

するにあたっての課題を明らかにすることにつながる。

第3節研究の構成及び方法

本研究では、第1章にて明治以降の教団や寺院の社

会事業に関する取組みの変化を概観し、現在における

課題を確認するため、先行研究等の整理と分析を行う。

第2章では、支援 NPOにおける中間支援組織の機

能と役割jを整理するとともに、支援 NPOに対するア

ンケート調査を取り扱う。教団と同じく民設民営とな

る支援 NPOが行っている中間支援の現状と課題につ

いて明らかにする。

第3章では、助成金を受けた経験のある寺院及び複

数の教団に対するアンケート調査を取り扱う。前者は

公益財団法人格土宗ともいき財団の協力のもと、 2016

年度に図内における「仏教精神Jに基づく社会貢献活
動を対象にした助成金を給付した寺院に対して、助成

金以外に必要と感じる教団の支援事業の需要と傾向に

ついて分析する。後者は、公益財団法人全日本仏教会

に加盟する教団のうち、包括寺院数上位10位の教団を

対象に調査を行い、機構や支援事業を確認することに

より、教団が中間支援機能を有していることを確認す

るとともに、教団で実際に行われている中間支援事業

の分析をする。

第4章では、教団に対する調査の分析結果と寺院及

び支援 NPOに対する調査結果を比較分析して、支援

NPOは行っているが教団は行っていない部分、寺院

の需要に対応する教団の支援が見られない部分、さら

に、教団の支援には見られないが寺院の需要及び支援

NPOの支援には見られる部分に着目して、地域社会

と寺院をつなぐために教団が担う中間支援機能のあり
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方について考察する。

第I章 明治以降の寺院の現状と課題

明治維新後、神仏分離や廃仏段釈によって寺院を取

り巻く環境は大きく変化した。それまで寺院が公的な

機能として果たしていた戸籍(寺諦制度)は1871年の

戸籍法改正により廃止された。江戸時代には大小含め

て約50万ヶ寺あったとされる寺院は、廃仏投釈を経て

約7万ヶ寺に減少した。教団についても再編が行われ、

本山から管長を中心とする現在の組織に近いものに変

化をした24)。このような寺院を取り巻く環境の変化を

契機として、寺院が社会事業の実践主体となり、地域

の社会改良や福祉増進のために諸事業を経営すること

となった25)。

一方で、寺院の社会事業を支える教団単位の組織的

対応も広がりを見せた。長谷川 (20日)によると、教

団関で温度差や事業の実施状況に差異があるものの、

概ね大正期を中心に明治末から昭和初頭にかけて、

「社会事業所管の行政機構の整備(専任担当部署の設

置)Jr社会事業の統制・保護・連絡・調整組織の成
立Jr社会事業に対する教団トップの姿勢(管長告諭
等)Jr教団内社会事業の現状認識(実態把握)のため
の調査Jといった対応がなされていることを明らかと
している26)。これらは寺院が行う社会事業を教団が支

援するという構造であり、中間支援の性質を帯びてい

る。教団は中間支援という言葉を用いずとも、旧来よ

り潜在的に中間支援機能を有していたと考えられる。

その後、太平洋戦争を経て、都市部では戦火による

寺院及び檀信徒の権災と離散、農村部では農地解放に

よる寺院運営への打撃を受けた27)。また、政教分離の

原則により非宗教化の風潮に一層輪をかけた28)0 1951 

年に宗教法人法が施行されると、寺院はそれぞれ独立

した法人(または団体)としての運営が求められるよ

うになった。藤井(1974)は、「農村部から都市部へ

の多量の人口移動がはじまり、農村部では寺院の疲弊

を招くとともに住職の兼業化が進み、一方で都市部で

は四六時中葬儀法要に追われることとなった結果、寺

院は葬儀や法要以外の教化力を極端に媛小化していっ

た」と指摘している29)。

この変化に対して教団も1960年代以降に様々な迎動

等を展開した。星野 (1991)は、運動の例として「本

願寺派の門信徒会運動、日蓮宗の護法運動、浄土宗の

おてつぎ運動、真言宗豊山派の光明長茶線運動、 Wf洞

宗の三尊仏奉杷・家庭教化運動、天台宗のー附を!照ら

す運動、真言宗智山派のつくしあい運動Jを挙げてお
り、「家の信仰から個人の信仰への転換、疲弊した寺

院経済、教団活動の建て直し」といった共通点を指摘

している30)。藤井も教団が近代化や現代に即応する体

質改善をめざしていたことを指摘した上で、「本末関

係が制度上廃止され、宗教法人法による統制の弛緩が

ある中で、寺院迎営は個々の寺院に任される傾向が強

くなり、相対的に寺院の宗門意識は弱体化していたこ

とから十分な成果は得られなかったJことを示唆して

いる:m。こうして、寺院の役割や運営基盤が縮退ある

いは特化をしていく'1:1で、葬儀や法要を中心とした寺

院運営が主流となっていったと考えられる。事実、

2002年から2003年にかけて全日本仏教青年会が実施し

た調査によると、寺院の年間収入に対して平均7割が

年四法要や葬儀による収入であることがわかってい
る32)。

このような寺院運営の変化と並行して、近年は葬式

不要を主張する書籍の発行をはじめ、葬儀や墓の商業

化や簡素化が加速することによる社会の認識の変化に

よって、葬式仏教という言葉が批判的に用いられるよ

うになり、葬儀や法要を中心とした寺院運営が脅かさ

れる状況になってきている。上回 (2004)は、伝統的

な寺院運営に対する危機感の中で「現在の仏教のいち

ばん悲惨なところは、人々から何も期待されていない

ことだ。jと指摘しているお)。また、鵜飼 (2015)に

よると、地方の過疎化は加速して2040年には地方都市

の消滅とともに日本の寺院が現在の三分の二程度にな

る可能性が明らかとなっている34)。

このように、寺院を取り巻く環境の変化を概観する

と先制りの方向性しか見えてこないが、寺院の社会活

動の可能性については、上回の著書等から耳目を集め

るようになったとも言われている35)。

大谷 (2012)によれば、「地域社会と宗教J研究の
流れとして、特に2000年半ば以降に宗教の社会活動の

実践例を紹介する書籍等が増えたこと、エンゲイジ

ド・ブデイズム36)研究の進展、「宗教と社会J学会の

プロジェクト37)として実施された宗教の社会貢献活動

研究による「宗教の社会活動」研究が下地となって、

「宗教とソーシャル・キャピタル」研究に至っている

と説明している制。当然のことながら、寺院について

は、これらの研究対象の一環となっている。

以上のことを踏まえて、まとめたものが表2である。

教聞は古くから中間支援組織として寺院の活動を支援

していたが、その手法に関しては、社会の変化の中で

有効性が低下している可能性があること、また、寺院

の述営が法要等に縮退していく反而、その社会的存在

や役割の可能性については注目が集まっていることが

わかった。

第E章 中間支援組織の機能と役割

第 1節 中間支援組織について

加藤 (2001)によると、 NPOを支援する機能を

持った組織の先駆けは、公設公営では1996年に開設さ

れた神奈川県民活動サポートセンターであり、民設民
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表2 明治以降の教団及び寺院の変化

年 日本社会 教団 寺院

1868 -明治改元(明治維新) -教団の再編、現在の組織に近いも

1870 -大教宣布の詔(廃仏段釈) のに変化した -礎仏段釈を経て約7万ヶ寺に減少

1871 -寺諦制度廃止 した

明治末~ -寺院の社会事業に対して専任部署 -社会事業の実践主体となり諸事業

昭和初期 の設置、支援組織の成立、実態把 を経営

握等

1945 -太平洋戦争終戦 -職火及び農地解放による寺院運営

1947 -日本国憲法施行(政教分離) への打撃

1951 -宗教法人法施行 -包括宗教法人(団体)へ -独立した法人(間体)へ

1960年代 -都市部への人口移動 -寺院の近代化や体質改善をめざす -農村部の疲弊と都市部の法要集中

以降 ために迎動等を展開したが、十分 -葬儀や法要が運営の中心に

な成果は得られなかった -葬式仏教という批判

2(胸年代

(出所)藤井(1974)、長谷川 (2011)等を参考に筆者作成。

営では1997年に設立された、せんだい・みやぎ NPO

センターやひろしま NPOセンターである39)。この頃、

各地に NPOを支援するセンターが設立された理由の

ーっとして、特定非営利活動推進法の立法化があると

言われている40)。

吉田によると、日本においてこれらの支援組織に中

間支援組織という名称が用いられるようになったのは、

20∞年代になってからのことであり、先に触れた特定

非営利活動促進法の施行が1998年12月であったことか

ら、そのサポートを行う団体や名称が定着したのが現

時点であると述べている41)。

また、吉田は中間支援組織という名称は、民間非営

利セクターが最も発達している米国で用いられる媒介

者や仲介者を意味する ilntermediary(以下、「イン

ターミデイアリーJとする。)Jが元になっている可能

性を指摘している。その上で、日本の中間支援組織の

活動内容はインターミデイアリーというより、非営利

組織に対してマネジメント上の相談、コンサルテイン

グ、人材派遣、教育・研修を行う団体である iMan-

agement Support Organization (MSO) Jや、非営利

組織のインフラストラクチャーの整備を目指して情報

提供をしたり、ネットワーク化を進めたり、アドポカ

シー活動を行ったり、政策提言を行ったりする団体で

あるiInfrastructureOrganizationJに近いことを指
摘している42)。

日本 NPOセンターのウェブサイトによると、今や

NPOを支援する組織は全国約400カ所に設置されてい

て、各種講座の開催や他セクターとの連携推進、

NPO支援施策への働きかけ等、地域のニーズに合わ

せた NPO支援を行っている13)。

20年が経つ中で、例えば、民設民営の中間支援組織

の 1つであるきょうと NPOセンターではコミュニ

ティファンドや組織評価等、従来の活動に留まらず新

-地域社会における寺院の活動や存

在への往日が増加

しい価値の創出も見られる。支援 NPOは、日本の社

会で拡がりを見せながら根付いてきており、中間支援

が有効に機能してきたと言えよう。

第2節 中間支援をする NPOに対するアンケート調

査分析

教団の中開支援機能を分析する手掛りとして、支援

NPOの支援の現状と課題についてアンケート調査を

行った。対象は、教団と同じ民設民営の支援 NPOと

し、特定の地域を中心に支援する2法人(特定非営利

活動法人きょうと NPOセンタ一、認定特定非営利活

動法人しが NPOセンター)と、日本全国を対象に支

援する l法人(特定非営利活動法人日本 NPOセン

ター)の回答を得た。

調査の概要は、表3のとおりであるo アンケートの

調査項目は、調査対象の 1つとなる特定非営利活動法

人きょうと NPOセンターと意見交換を行い、序章で

触れた内閣府及び吉田が説明する中間支援機能と、同

法人の中期経営計画を参考にして設計した(表4)。

-支援事業の概要

アンケートの結果は表5のとおりである。全ての支

援 NPOにおいて、事業評価(アセスメント)以外の

事業は「ある」または「あったJと回答があったo こ
こでは、支援 NPOごとの支援事業を分析するのでは

なく、それぞれの支援内容を概観して、その支援カテ

ゴリー内における特徴や課題等を分析する。

まず、「資源の仲介(紹介)Jでは、情報の紹介を中
心にしながら、必要に応じて支援者に対して団体を推

薦する等、双方向の仲介を行っているo また、単に紹

介するのではなく、 NPOの特性に応じて支援者を紹

介している。「資源の仲介(直接)Jでは、支援 NPO

が他の支援者の事務局を担い、支援 NPOが保有する
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表3 支援 NPOに対するアンケート調査の概要

調査対象 特定非営利活動法人きょうと NPOセンタ一、認定特定非営利活動法人しが NPOセンタ一、特定非営利活動法人

日本 NPOセンター

調査方法 調査への協力の応答をいただいた上記の民設民営の支援 NPOに対して、調査票をメールで送付した。回答は、郵

送またはメールで受け付けた。

調査時期 2017年10月23日から11月17日まで

調査内容 1.回答者の基本情報

組織名、担当部署

2.支援 NPOの組織構造に|瑚して

支援対象エリア内の NPOの数、事務局のスタッフの人数、単年度予算規模、意思決定機関、事務局体制、事業

評価の有無について

3.地域社会と NPOをつなぐための中間支援機能

資源(人・モノ・金)の仲介、パートナーの仲介、情報の収集・共有・発信、マネジメントサポート、研修・教

育、政策提言(アドポカシー)、事業i汗価(アセスメント)等の実施の有無と課題について

表4 アンケート調査項目の中間支援機能について

肉間府 (2∞~) 吉田 (21∞4) 7ンケ}ト調査項目

資源仲介 マッチング 資源(人・モノ・金)の仲介

情報の収集・共有・発信

ネットワーク/ ネットワークづくり

コーデイネート
パートナーの仲介

コンサルティング マネジメントサポート

人材育成 持紫、研修 研修・教育

社会基盤の整備 政策提言(アドポカシー) 政策提言(アドポカシー)

評価 調資研究 事業評価(アセスメント)

(lIlj好)内1&11(.1(2∞2)、古川 (2004)、p.l04を参考に筆者作成

表5 アンケート集計表(支援 NPO対象)

組織名 特定非営利活動法人きょうと NPOセンター

Ql-l資源の仲介 {ある]指定管理施設でも日常的な業務として情報提供等は行っている。また、団体が助成申請の際に

(紹介) 推薦が必要な場合などは、きょうと NPOセンターとして推薦文を書くなどしている。ポータルサイト

「きょうえんJで NPOの梢報を発信している。

Ql-2資源の仲介 [ある]人:団体が必要とするスキルをもっ人をコーデイネートしている モノ:文房具や企業から提

(直接) fJtされる文房具やおかし、また NPO聞でのオフィス備品等のコーデイネートを行う。ただし、提供す
る側、される側の銅り起しを積極的に行える体制jがなく、情報のストックが増えにくいことは課題。

金:寄付イベントを開催し、同体に寄付が集まる仕組みゃ場を提供している。社会全体が NPOを応援

する雰聞気づくりに注力中。

Q2パートナーの紹 [ある]一例としては、こどもの学習支援の取り組みをしている団体などに、関連する活動をしている

介 大学生サークルやゼミなどをコーデイネート。

Q3情報の収集・共 lある]側別の相談対応のなかで、紹介することはある。
有・発信

Q4マネジメントサ {ある}同体の組織基盤強化(同体マネジメント)のサポートを行っている。組織診断のほか、会議に

ポート 同席して話し合いがうまくいうようにファシリテートしたり、会員管理やファンドレイジングの仕組み

づくりを専門家も交えて一緒に考えたりという現場系、ベーシックなところでは市民活動総合センター

での各種マネジメント系譜肢の開催など。

Q5研修、教育 【あった】指定管理施設の事業として、地域と NPOの相互理解のきっかけづくりのイベントをしたこ

とはある。 NPOに対して全体への啓蒙的な活動よりは、個別取組を通じた相互理解促進をサポートす

ることが多い。

Q6政策提言 [ある]移送サービスの法制化や NPO法人によるラジオ局の開設、副業規制緩和などで、行政等への

(アドポカシー) 働きかけは行ってきた。また、行政の委員会に多数参画し、 NPOの実情を伝える役割を担っている。

Q7事業評価 !ない]事業評価ではなく、 ~Jf.業を支える組織についての組織評価は行っている。

(アセスメント)
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組織名 認定特定非営利法人しが NPOセンター 特定非営利活動法人日本 NPOセンター

Ql-l [ある1・菜の花プロジェクトネットワークが主宰する [ある]企業からの寄付先や連携先の紹介依頼に応じて
福島への菜の花種まきボランテイアの募集を手伝いして NPOを紹介。食に関するサービスやリスクマネジメン l
いる。 ト、広報コミュニケーションなど、 NPOが求めるテー

マに対して、企業の専門性を活かしたセミナ一等。

Ql-2 [ある]平和堂財団が主宰する「夏原グラントJの事務 {ある]企業からの物品提供を NPOへ仲介
局を担い、助成金を提供している。

Q2 [ある]電話、メール等での紹介に対し、対応している。 [ある]社会福祉協議会、協同組合、児童館、企業など

交流会を開催した時に、団体をつないでいる。 とNPOの仲介など

Q3 【ある]夏原グラント専用ホームページで、活動を紹介 [ある]機関誌での事例紹介

している。

Q4 [ある]様々な相談に対応している。(有料相談3.∞0円) [ある]東日本大震災の支援として、組織基盤強化支援
を実施。また、 NPO支援センタ一向けに組織基盤強化
の伴走支援に関する研修を実施。

Q5 {ある】 NPO講座の中に、「コミュニテイの再生Jr地域 [N/A) 
自治の仕組みJなどのテーマを取り上げて実施している。

Q6 【ある]滋賀県に対して、協働推進について提言を行っ [ある、あった}全国の NPO支援センターと連携した
た。草津市に対して、市民活動推進、地域自治推進、協 提言活動 (NPO法税制の改正に関する提言、新しい公
働推進について提言を行っている。 共支援事業のガイドラインに対する提言など)

Q7 [なし、1 !ない]

※しが NPOセンター 課題に関するコメント

①思いが強い NPOでは「思いJが大切だが、その思いが強すぎると周りが見えていないのではと感じることがある。「強い思い=周りが見
えていない」ではなく、その方の視点なのだろうが、活動には術開してみる力が必要だと思う。そこを伝えるのは、離しい。

②伝えたい相手に伝えにくい

支援する側として、ぜひ知ってほしい人、伝えたい人ほど、そこに関心が向いていないということがある。これは NPOに限らず、どの分
野や領域であってもそうだとは思うが。個別支援に繋がるまでのプロセスの方が難しいと感じている。

③相手が望む支援ができているか

相手には思いがあり、その中で支援を求めているのだと思う。基本的な考え}jや方向性が間違っていないのであれば、支援側の意思で誘導

してはいけないと考えている。いかに相手の思いに沿った支按ができるか、支援者側のスキルを高めていく必要があると感じている。

人や施設を提供し、企業から提供された物品を NPO

へ仲介している。

r，{ートナーの仲介」では、活動の個性に合わせた
日常的なコーデイネートの他、交流の場を設けている。

紹介されるパートナーは、大学や社会福祉協議会、協

同組合、児童館、企業等と幅広い。

「情報の収集・共有・発信jでは、 NPOの活動を

ウェプサイトや機関誌で紹介している。

「マネジメントサポートJでは、相談に対応する他、
団体の組織基盤強化支援やマネジメントに関する講座

の開催し、会議に同席してファシリテートし、専門家

を交えて一緒に考える等の様々なパターンがあり、施

設内での対応に留まらず必要に応じて現場に出張して

いる。

「研修・教育Jでは、 NPOのマネジメントやガパナ
ンスに関する講座を開催しているD 全体的な研修では

なく個別の活動を通じた NPOへの理解促進をサポー

トしている。

「政策提言(アドポカシー)Jでは、 NPO法人がラ

ジオ局を開設する際の行政への働きかけといった具体

的な案件への対応の他、協働推進、市民活動推進、地

域自治推進、 NPO法税制の改正に関する提言、新し

い公共支援事業のガイドラインに対する提言等、

NPOを取り巻く社会環境に関する政策提言を行って

いる。

「事業評価(アセスメント)Jでは、事業評価ではな

く、事業を支える組織についての組織評価は行ってい

ると回答があった。

支援にあたっての課題として、思いが強い NPOに

対して傭搬することの重要性を伝えることの難しさが

挙げられている。思いが強いこと自体は、回尾が

NPOの発達の初期段階では強い個性を持った人に依

存することが多いと指摘しているように44)、活動の成

長には重要な要素であるため、水を差さないように気

付いてもらうためには繊細なアプローチが必要である

と考える。

また、支援する側として伝えたい相手ほど、そこに

関心が向いていない課題が挙げられており、なかなか

個別支援につながらないとしている。そして、支援の

あり方として、相手の思いを尊重して誘導的にならず、

相手の思いに沿った支援をすることの難しき、支援者

としてのスキルの向上が課題として挙げられている。

支援 NPOにおいては多様な支援を展開しており、

支援の誘引や支援者への働きかけ等も積極的に行って
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表6 寺院に対するアンケー卜調査の概要

調査対象 公益財団法人i争土宗ともいき財聞が2016年度に助成金を交付した 12の寺院や施設に対して調査を行い、 9の寺院
や施設から回答を得た。

なお、助成対象の寺院や施設は浄土宗関係に限定されている。

調査方法 上記寺院及び施設に対して、調査票を郵送で送付した。

回答は郵送、メールまたは Googleフォームで受け付けた。

調査時期 2017年10月5日から10月27日まで

調査内容 1.回答者の基本情報

団体・活動名、寺院名、代表者名

2.活動者の概要に関して

設立・活動開始年月日、活動概要、助成金を受けた内容、助成金額、選考プロセスや手続きで感じたこと

3.教団に求める地域社会と寺院をつなぐための中間支援機能

資源(人・モノ・金)の仲介、パートナーの仲介、情報の収集・共有・発信、マネジメントサポート、研修・教

育、政策提言(アドポカシー)、事業評価(アセスメント)、その他文様してほしいこと

いることがわかった。また、一律的な支援ではなく、

個々の NPOの特性や事情も配慮した支援や介入を

行っていることがわかった。一方で、それ故に個々の

課題が発生し、それに対応するためのスキルの必要性

を認識する他、支援 NPO自体の資源不足の課題があ

ること等が明らかとなった。

第四章 寺院及び教団に対するアンケート調査

分析

第 1節助成支援を受けた寺院に対するアンケー卜調

査分析

公益財団法人浄土宗ともいき財団は、仏教精神に基

づいた社会貢献活動の推進、支援、助成の一環として、

浄土宗寺院・浄土宗教師、関係団体(浄土宗教師が所

属する団体等)が、自ら企画し実施する公益性のある

事業に対して助成金を交付している，15)。

地域社会における寺院の活動に対する助成金以外の

教団の支援の需要を明らかにするために、同財団の協

力のもと、同財団が2016年度に助成金を交付した 12

の寺院や施設(以下「活動者Jという。)に対してア
ンケート調査を実施した。

調査の概要は、表6のとおりである。アンケートの

調査項目のうち特に中間支援機能への需要に関しては、

支援 NPO及び後述の教団と比較するために同じ項目

にしている。

-教団に求める支援事業の概要

アンケートの結果は表7のとおりである。ここでは、

活動者が自身の活動を通じて教団に求める支援事業に

ついて、それぞれの需要を概観して、その支援カテゴ

リー内における特徴や課題等を分析する。

まず、「資源の仲介(紹介)Jでは、ほぽ「必要Jと
回答があった(必要8、不要 1)01'J1介する内容は

様々な情報やノウハウといった活動者が受信するもの

の他、活動者の要望を支援者に発信する仕組みについ

ても要望があった。仲介を希望する範囲は、同じ宗派

内の関係者に溜まるのではなく、広く他宗派や行政、

他の支援制度にも及んでいた。また、何から着手すれ

ば良いかわからない住職に対するコーデイネーターに

ついても必要性がみられた。「資源の仲介(置接)Jで

は、「必要」とする活動者が過半数であった(必要6、

不要 1、N/A2)。ほとんど金銭面の支援を求める

ものであり、今回調査した活動者においても既往研究

の整理における凹尾の説明46)にあったとおり、資源不

足が常態化している傾向が見られた。また、教団の職

員を活動者側に出向させるアウトリーチ型の支援を提

案するものもあった。これは、教団の職員に対する研

修も意識したもので、支援側と支援を受ける側の両方

のメリットが考慮されていた。反対に「不要」とする

回答では、出来る範聞で活動したいという考え方が示

されていた。

このことから、教団に求める資源の仲介のあり方と

して、必要とする活動者には需要に応じたコーデイ

ネートがなされ、不要とする活動者には負担にならな

いものが望ましいと考えられる。

「パートナーの仲介Jでは、問答が分散した(必要
2、不要2、わからない3、N/A2)。但し、「不要j

及び「わからない」という回答であっても、パート

ナーの存在自体を否定するものではなく、教団のコー

デイネート力等、他の要因による回答であることが窺

えた。このことから、教団の求めるパートナーの仲介

のあり方としても、資源の仲介と同様に選択肢として

は用意されるべきと考えられる。

「情報の収集・共有・提供Jでは、「必要」とする活
動者が過半数であった(必要 6、わからないし

N/A 2)。他の事例への需要は高く、自身の感覚に合

う情報を探し出すための仕組みとして求める他、同じ

地域環境の他の事例、同じ活動内容の他の事例といっ

た具体的な切り口も想定され、活動者にとって参考に

なることがわかった。情報を収集・共有・提供する方

法として、冊子や報告書の他、シンポジウム等の報告
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表7 アンケート集計表(寺院対象)

組織名 特定非営利活動法人おてらおやつクラブ 正桶寺・ともいきの集い

Q 1-1資源の仲 {必要]活動者の要望を広く紹介告知いただく場所 [必要]何がやりたいか、その方法がわからないと

介 やメディアがあるとありがたい。またペーパー審査 いう住職が多数いると聞く。その辺りの手立てが宗

(紹介) だけでなく、プレゼンテーションなどの機会を作っ に必要かと。宗門教師のコーデイネーターが必要。

ていただけるとありがたい。選考プロセスの見える

化(とくに選考者の姿)にも期待している。

Q 1-2資源の仲 (&~、要]助成金にくわえ、例えば浄土宗で言えば社 [必要}社会貢献の必要性は、一般社会は寺院や僧

介 会福祉推進室のスタッフを活動法人に出向という形 侶に求めていることに自覚しなければならない。

(直接) で資源提供するのはどうだろうか。活動同体にとっ

て人的リソースの確保にもなるし、教関側にとって

実践現場で必要な支援を探る機会にもなる。おてら

おやつクラブはすぐにでも受け入れ可能。発展形と

して、兼業する浄土宗教師の紹介にも期待したい。

兼業の場を活動団体にすることで、僧侶としての学

ぴ気づきを自坊や自身の修練に還元できる。

Q2パートナーの [わからない]教団がどこまでコーデイネート力を [不要]

紹介 持てるか次第。

Q3情報の収集・ [必要]シンポジウムなどの報告の場もあるとよい。 [必要]同じ環境の寺院にとっては、有力な情報と

共有・発信 なると考える。

Q4マネジメント [必要]ただし、現場最前線で通用するノウハウが [必要]宗門に教化指導者を養成し、各教区に数人

サポート あればという前提。 配置することが必要。

Q5研修、教育 [不要]研修や教育とするとその効果は限定される。 {必要]実際にやっている教師の研修、これからや

前述したように出向や雇用と言うかたちで一歩進ん ろうとする教師の研修を別々にやってほしい。

だ関わりを作り、現場にコミットするなかでこそ研

修や教育で獲得したい成果がでてくるのでは?おて

らおやつクラプでその現場を提供することは可能。

Q6政策提言 {わからない]部門を作ると、間接業務が増え、調 {必要}公益教化事業奨励規程があるが、昭和38年

(アドポカシー) 整事案が増える。活動者が直接教団や財団へ働きか 制定の時代と社会状況が変わり、形体も変化してい

ける場を作って欲しい。ロピースト的な人材は必要 るので、同規程を見直すべき。

と思う。

Q7事業評価 [必要]外部評価はいくらでもあったほうがいい。 [必要]社会貢献という意味で、現行の僧階進叙

(アセスメント) 助成金を受けるものとして、持財を受け取るものと (僧正・正僧正対象)に、この点を加算(上乗せ)

して、当然の義務。そのかわり一定レベルの評価を しようとの動きがある。(功績専門委員会)

有するものをより一層支援してほしい。

組織名
わらベホームサラナでの子育て支援

宗教法人普立寺 大雲寺サラナ親子教室『裳の会j
事業(食生活と行事)

Ql-1 [必要]社会福祉法人は地域社会へ {必要]今回の計画にあたり、ロー {不要]寺族が一丸となって取り組

のアウトリーチが求められているが、 タリークラブや社会福祉法人、教育 むことに意義を感じている。自分た

実施事業によっては、なかなか地域 委貝会の後援を受けたことにより、 ちができる範聞のことを自分たちの

共働がとりにくいことがあり、縁の 事業の信頼度が増した。 手で行いたい。(特別大きな目的が

深い教団の支援を期待している。 あってそれを達成しようとしている

訳ではない)よって、特別な支援は

必要としていない。

QI-2 [必要]大背の慈善事業という捉え [必要]財政支援は大いに助けとな {不要】①ー i同様

方でなく、現代的な支援のあり方を、 る。

制度而、財政面など、根本的に内含

しなければならないと思う。

Q2 [必要】内容によっては必要。 [わからない] [不要]①ー i同様もし、 f雲の会j
の活動に賛同し、何か一緒に活動し

たいという団体が出てこられたらで

きる範囲で協力していきたい。
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Q3 [必要]ともいき財団は報告会を開 [必要]事業推進するにあたり参考 lわからない]特別知りたい訳では
催されていて、参加してみて有効的 とする。 ないが、他のサラナ親子教室がどの

だった。また、報告書もあって、広 ような活動をしているのか、わかり

報がよくされている。 やすくまとめた冊子などがあれば興

味深い。

Q4 [必要l [必要] [必要}サラナ親子教室を開講して

いる者同士のつながりがほしい。

Q5 [必要}必要だが、モデル事業実施、 [必要]社会環境の変化に伴い、今 [必要]幼保の最新の情報、食育に

助成事業の集約・分析を過しての研 後はそのような研修教育を教聞が提 関する情報の提供・研修等があれば

修等になると思う。 供する必要は不可欠と考える。 参加してみたい。

Q6 [わからない] [不要}専門部署を設置することは [わからない]

大いに助けとなるが、現況の教同規

艇を考えると、既存の部署で対応す

るべき。

Q7 [必要} [わからない] [必要1r雲の会jの活動を紹介して
くださるツールがあれば本当に支援

を必要としている親子に情報が届く

かもしれない。また、日に見える形

で残ることで私たちのやる気にもつ

ながる。

ピラティス道場~お寺に

「織田諺々桜l吋Jでまちづ 来て心身共に健康になろ

組織名 風のガーデンの会 くり 桜両展開催委員会 てらいく project つ~
と協働 ※29年度7月より“健康

体操道場"になった。

Ql-l [必要]rともいき財団J [必要]宗内のみでなく、 [必要]得られる支援情報 {必要】講師のお礼や交通
が広く様々な活動を助成 他の教団や、行政、民間 は限られているので、助 t，~ は全てお守の収入から

していただき、色んな 支援制度と情報を得たい。 成紹介はありがたい。 H¥しているが、小さい寺
ジャンルの情報を適材適 だとありがたい。

所に紹介してほしい。

Ql-2 [N/A] [必要]単独の寺院での財 [必要] iと|司様 [N/A] 
力には限界があり、資金

の援助は必要

Q2 [N/A] {必要]情報の収集能力が [わからない]パートナー [N/A] 
低いのでより多くのパー が増えると地域活動への

トナーの情報を提供する ~n解共有のハードルが上

ことが必要 がる気もする。小回りが

きくのか。

Q3 [N/Al {必要] [必要]他の:rJ~例を知り、 [N/A] 
地域の事情にあえば、と

り入れていきたいから。

Q4 [N/A] {必要] {不要 orわからない]自 [N/A] 
分たちで考えていきたい

ので、提供はあっても指

導(中心的な)は不要か

な。

Q5 [わからない]テーマが多 [必要]単独の寺院では得 [わからない] [わからない]

岐にわたる事が予想され られない情報を含め、寺

るため、しぼりこめるか 院の社会貢献と言う視点

疑問。 からの教区、教問の支援

が必要。
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Q6 [必要]組織が大きくなれ [わからない] [わからない]良いことだ lわからない】地域活動に
ば専門の部署は必要であ とは思うが、積極的な必 ついて、口コミで広まっ

ると考える。又、そのよ 要性までは感じない。 たり、通りすがりの方が

うな部署が、他の助成組 気軽に来て欲しいと思う

織と連携することにより、 ので。

より包括的に活動できる

と思う。

Q7 [必要]どのような活動が 【必要]資金の援助も必要 {必要]評価は必要。褒賞 【不要]評価を必要とせず、

行われているかの報告が だが活動の内容を広く広 まではどうかなと思う。 やりたい、続けたいと思

あって良いと思う。 報することも評価の手段 う方が少しでも居てくれ

ではないのか。

の場を提案する回答もあった。参加型の仕組みでは、

i争土宗ともいき財団が開催する活動者の報告会があり、

参加をして有効的であったという回答があった。

「マネジメントサポートJでは、「必要」とする活動
者が過半数であった(必要5、不要1、不要 orわか

らない l、N/A2)。但し、前提として現場最前線で

通用するノウハウがあることを求め、指導者の養成を

求める回答がある。支援 NPOのアンケート調査にみ
られるような支援を行うためには専門知識や技術が必

要になってくるため、現場の活動者としては「マネジ

メントサポートは必要だが、まずは教団人材の育成J
が課題であると認識していると思われる。また、養成

した指導者を教区に数人配置するということは、教団

のような中央の拠点から支援するのではなく、現場が

見える距離の拠点からの支援を求めていることが窺え

る。他にも、同じ活動者の交流の場を求め、サポート

の範囲はノウハウの提供までで指導は不要とする回答

があった。

「研修、教育Jでは、「必要」とする活動者が過半数
であった(必要5、不要 1、わからない3)。その背

景として、寺院単独で得られる情報の限界や社会環境

の変化への課題を意識していることがわかった。その

上で、研修等の内容については総論的なものではなく、

特定のテーマに絞ったものを求めていることがわかっ

た。また、既に活動をしている人向けと、これから活

動をしようと考えている人向けに分けたものを求める

意見もあった。回答者が既に何らかの活動を行ってい

ることから、より深く学びたいという需要が見えてく

る。また、研修や教育の形式では効果が限定されるた

め、出向や雇用といった形で現場にコミットしたほう

が、研修や教育で獲得したい成果がでてくるのではな

いかという意見があった。このことから、研修や教育

の支援は必要だが、入門編や応用編といった活動の段

階に応じた設定、そして、特定のテーマに絞った内容

が求められていることがわかった。また、研修ではな

く先行する活動者の現場に参加することで、研修以上

の成果が期待出来るとする提案があった。

「政策提言(アドポカシー)Jでは、「わからないj
とする活動者が過半数であった(必要2、不要 l、わ

たら良いと思う。

からない 6)。政策提言をする支援自体を否定する回

答は無かったが、専属の部署を設けることについては

意見がわかれた。専属の部署の必要性に関する意見の

背景には、総じて組織の運営効率があることから、教

団の規模に応じて検討されるべきと考えられる。少な

くとも、回答者が属する浄土宗の規模では専属の部署

は不要とする意見で占められることになる。また、活

動者が直接教団等に働きかける場やロピーストのよう

な人材を求める意見があった。これは、政策提言の前

段階としての教団と寺院のコミュニケーションのあり

方に関する意見と見ることも出来る。なお、政策提言

に関しては、他の支援に比べて積極的には求められて

おらず、政策提言による寺院のメリットや意義が十分

に認識されていない可能性がある。

「事業評価(アセスメント)Jでは、ほほ「必要」と

回答があった(必要8、わからない 1)。評価をした

上で、結果の広報や報告をすることの必要性について

も複数の指摘があったことから、そこまで含めて需要

があることがわかった。また、教団における僧侶の分

限に関する制度に称賛型の評価を組み込む動きがある

ことの回答があった。但し、称賛型の評価より事業運

営の効率等を分析する評価のほうが求められていると

考えられる。

寺院に対するアンケート調査については、既に何か

しらの活動している寺院を調査対象にしていることか

ら、その時点における需要が特に明らかとなった。ア

ンケート調査の項目とした支援内容については、概ね

必要とされていることがわかった。

第2節教団に対するアンケー卜調査

文化庁編の『宗教年鑑(平成28年版)Jによると、
日本には74，536の仏教系宗教法人があり(単立宗教法

人を除く)、それらを包括する教団は 168ある4i)。そ

の中で、多くの伝統仏教教団が加盟している公益財団

法人全日本仏教会の協力のもと、包括する寺院数が多

い加盟教団上位10教団に対して、中間支援に関するア

ンケートを送付した。

調査の概要は、表8のとおりである。アンケートの

調査項目のうち特に中間支援機能に関しては、支援
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表8 教団に対するアンケート調査の概要

調査対象 曹洞宗(14.716)、浄土真宗本願寺派(10.317)、真宗大谷派 (8.692)、浄土宗 (7.049)、FI蓮宗 (5.165)、高野山

真言宗 (3.626)、臨済宗妙心寺派 (3.357)、天台宗 (3.337)、真言宗智山派 (2.907)、真言宗豊山派 (2.650)の

10教団にアンケートを送付し、 8教聞から回答を得た。

※カッコ内、『宗教年鑑(平成28年版)Jに基づく包括寺院数。

調査方法 上記教団に対して、調査票を郵送またはメールで送付した。

t!!l答は郵送またはメールで受け付けた。

調査時期 2017年9月8日からlOJJl3日まで
(一部教団については希望により 11月24日まで延長した)

調査内容 1.凶答者の基本情報

教団名、担当部署

2.教団の基本情報

包括寺院数、所属僧侶数、教団職員数、単年度予算規模、意思決定機関の名称・人数及び開催頻度、執行機関|

(部署名)、事業評価の有無について

3.地域社会と寺院をつなぐための中間支援機能

資源(人・モノ・金)の仲介、パートナーの仲介、情報の収集・共有・発信、マネジメントサポート、研修・教

育、政策提言(アドポカシー)、事業評価(アセスメント)、その他中間支援に相当する事業

4.教団における中間支援組織の研究について

表9 アンケート集計表(教団対象)

組織名 浄土真宗本願寺派

Q 1-1資源の仲
介

(紹介)

Q 1-2資源の仲

介

(直接)

{ある]①災者ボランテイア(担当:社会部〈災害対策担当〉および災害発生地に所在する教務所)

②NET縁(寺院活動支援部〈一般寺院担当)) 後継者紹介事業

※その他、各教区教務所において、現場対応している。

[ある]①過疎対応支援員の派遣(人の支援)

②龍谷大学農学部との連携によるインターンシップ事業(モノ・金〔助成金〕の支援)

③龍谷大学社会学部との連携による「寺院をフィールドとした地域連携に取り組む実習J(モノ・金〔助

成金〕の支援)

④宗派独自の取り組み「おてら de脱業インターンシップJ(モノ・金〔助成金〕の支援) (担当:①~④
寺院活動支援部〈過疎地域対策担当))

⑤東日本大震災の被災地の子どもたちを対象とした宿泊企附を行った団体に、助成金を交付。(金〔助成

金〕の支援)

⑥一般寺院向け災害マニュアルの作成・配布(モノの支援) (担当:⑤⑥社会部〈災害対策担当))

Q2パートナーの I[ない]各教医教務所において、現場対応している。
紹介

Q3情報の収集・ I[ある}①本願寺 HPへ事例を掲載(割当:重点プロジェクト推進室、寺院活動支援部〈過疎地域対策担
共有・発信 |当))

②パネルを作成し、本願寺での法要時などに設置(担当:寺院活動支援部〈過疎地域対策担当))

③寺院活動JJ~例集を作成し、全寺院へ配布「お寺はかわる J 2007発行、「ひろがるお寺J2013発行(担
当:浄土宗本願寺派総合研究所{以下、総合研究所】、寺院活動支援部〈過疎地域対策担当))

※その他、各教区教務所において、現場対応している。

Q4マネジメント I[ない]例別の相談にお応えすることはあるが、統一的に組織・制度としては確立していないものの、他
サポート |力本願 .net(担当部:総合研究所)の111で、近い活動をしている。【詳細は、 webサイト]また、講師派

遺制度や研修会等、個々の案件でファシリテーション能力のliiJJ二やノウハウの提供、場づくりの指導を

行っている。※その他、各教区教務所において、現場対応している。

Q5研修、教育 I [ある]①過疎対応支援貝(候補者合む)への研修(担当:寺院活動支援部〈過疎地域対策担当))
②講師派遣制度(担当:重点プロジェクト推進安)迎区・教区(特区)並びに組等における「実践運動J
及び「頂点プロジェクトJに関する研修会において、要請があれば講師を派遣している。(地域社会を意
識した取り組みもある)

③ピハーラ活動者養成研修会やピハーラ僧養成研修会(仮称)

④篤志面接委員、教誠師、保護司への研修(③④担当:社会部〈社会事業担当))

⑤災害ボランティアコーデイネーター養成研修会(担当:社会部〈災害対策担当))災害時の情報収集や

コーデイネートを行う人材の養成・確保を目的として開催。(ボランティアネットワークの構築をめざし、
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畳録者を募集しており、その登録者を対象に実施)

⑥仏教章修得のための研修会(担当:寺院活動支援部〈組織教化担当〉・スカウト指導者会)本研修会の

みで仏教章は修得できず、研修会終了後、教導者(浄土真宗本願寺派僧侶)の指導のもと「家庭勤行の実

践Jr地域ならびに浄土真宗本願寺派寺院への奉仕Jが必要となる。
⑦思春期・若者支援コーデイネーター養成研修会(担当:子ども・若者ご縁づくり推進室)生きづらさを

抱えている若者と関わっている既存の活動体(活動者)などとリンクし、僧侶として活動に取り組むもの。

※その他、各教区教務所においても実施している。

Q6政策提言 I [ない]専門の部署ではないが、国会議員や地方議員の開法の会や、日本宗教連盟、全日仏、真宗教団連
(アドボカシー) I合等を所掌している所務部〈文書担当〉が、特命で場合によって行政に働きかけている。

※但し、各教区教務所において、現場対応している。

Q7事業評価 I [ある]①実践活動奨励賞(担当部:重点プロジェクト推進室)特徴的な取り組みを顕彰することにより
(アセスメント) I情報共有をはかり、更なる推進に資するもの。一般寺院・個人の取り組みについて授与。 <r重点プロジェ

クト」の成果の中で、特筆すべき取り組みに対して「教区・特区・直轄寺院部門Jr直属寺院部門Jr組部
門Jの3部門に贈られるものには「重点プロジェクト大賞Jという制度がある。)
②誕章制度(担当部:寺院活動支援部〈一般寺院担当))住職、坊守・衆徒・寺族、門信徒、寺院、所属

団体に対し、授与(普通褒賞)。その他、矯正教化述盟、仏教婦人会総連盟、仏教壮年会連盟、少年連盟

にて特に功労・功輸のあった者・団体・施設に対して表彰がなされている。今後の展開は、現在進めてい

る10ヵ年にわたる宗門総合振興計闘のなかで、「褒める・支援する・奨励する」制度を整え、寺院がやる

気になる組織づくりを目指している。

その他支援 |寺院が学校法人や社会福祉法人など別組織で運営しているものに対しでも、教聞として教育・研修や助成

などの支援がある。また、一般財団法人本願寺ピハーラ医療福祉会や社会福祉法人本願寺社会福祉事業セ

ンター、更生保護法人西本願寺白光荘、社会福祉法人本願寺臨谷会などの事務を宗派にて執り行っている。

その他考えられる事業は以下の通り。

・特定非営利活動法人 JIPPOr平和構築Jを図るとともに、途上国における「貧困問題」、「環境問題」
の解決、被災地域における「災害救援・復興Jに関する事業を行う。詳細は、 webサイトをご覧くださ
し、。

-特定非営利活動法人自死・自殺相談センター 詳細は、 webサイトをご覧ください。

中間支援の認識 I r中間支援Jという言葉は、使用はしていない。しかし、浄土真宗本頴寺派では、部署名に「寺院活動支
援部Jという名称があるように、中間支援の認識はもっている。

事業評価 I [ある1PDCAサイクルを用い、 4ヶ月毎に点検・自己評価を行っている。 P(計画)策定時に、取り組

組織名

Ql-l 

Ql-2 

Q2 

みに対して量的・質的な而からの見込まれる成果を挙げ、その達成目標に向けて事業を進めている。さら

に、執行部である総局の諮問機関として設置されている企闘諮問会議(宗会議員6名、有識者4名で組

織)においても、 4ヶ月毎に評価・是正策の提言を受けるようになっている。

曹洞宗 真宗大谷派

[ある]・教団HPr曹洞禅ネット」にて災害復興支 {ある]・執行機関毎に対応。専門機関の設置はなし。
援情報を掲載。 宗務執行機関が支援する情報を整理し、そのネット|

-間際協力 NGOシャンティ国際ボランテイアの活動 …嗣した支援を日いる。 I

を刊報「曹調宗報Jを通じて寺院に紹介。曹洞宗復興 -教区・組といった行政区が寺院を支援する教化組織
支援室分室、出版部 として機能している(共同教化の基盤)。

{ある]教化部にて保育述合会、教務師連合会、保護 [ある] ・執行機関毎に対応。

司辿合会、社会福祉連盟などを組織して社会教化を閥 -寺院における子ども会の開設並びにその活動支援と

接支援している。 して抽選で絵本(酬)を贈呈。[担当:青少幼年セ l

ンター1
-教区駐在教導制度:全国の教区に教区駐在教導を慣

き、地域の寺院の教化活動が活性化する仕組みを作っ

ている。[企画調整局】

-寺開化支援室のは山:支援問接寺院 l

や教化現場に派遣する制度榔築中。[企画調整局]

-教区教化委員会・組教化委員会の設置。

-教化助成(交付金制度)

!な，，¥) [ある】・宗門に属する教化問体、宗門と連携する

NPO法人及びこれに準ずる団体に対する支援を行う

他、寺院の要望に応じて紹介を行っている。【担当:
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企両調整局他}

支援同体:Tera school、studio-L、お寺の未来

Q3 {ある]総務部より「生き活き寺院一 l寺院 l事業の [あるl・教区の教化活動を振興するため教区に教民
手引きJを希望する寺院に配布し、福祉活動や福祉事 駐在教導を置き、寺院活動の支援並びに情報収集、提
業の事例を紹介。 供を行っている。また、教区駐在教導研修会を全閥、

定期的に刊行はしていない。来年3月までに「生き活 述区単位で開催しそれぞれの情報共有を行っている。
き寺院一 l寺院l事業の実践編」を刊行する予定。反 [担当:企画調整周}

応については、約10件ほど問合せがきている。 -教I孟及び組並びに別院及び寺院・教会の教化に資す

る情報を収集し、 WEBサイト「しんらん交流館ホー

ムページJ(http://jodo-shinshu.info/)で情報発信を
行っている。[担当:企画調整局}

-通信員制度:教l豆に通信員を置き、現場の情報を収
集。

-教|疋教化委員代表者集会の開催。

Q4 !ない] [ある] ・寺院活性化事業としてお寺と地域との関係'

づくり、地域のコミュニティー剖りを行っている。根

室ジーンプロジェクト実施。[担当:企画調整局}

-寺院における子ども会開設に向けた講習、サポート

を実施。{担当:背少幼年センター]

Q5 [ある}住職並びに寺族(主に寺庭婦人)への研修会 [ある] ・寺院活性化促進事業(寺院運営活性化支援)

(現職研修、寺族研修)を教学部が開催。社会と向き において「元気なお寺づくり講座」を開催。お寺を取

合うための「傾聴Jを学んだり、ボランティアに役立 り巻く環境(歴史・地域社会等)や受け手の視点を学
つノウハウ(匂い袋・プレスレット作り)などを講師 びながら、地域社会と共にあるお寺の将来計両容を作

が指導研修している。 成する。[担当:企画調整局】

Q6 !なし、} 【なL、}

Q7 !ない] [ある]・地域活動に限定した評価、褒貨を行う制度

はないが、本派に'貢献し、又は社会に寄与した者に対

する誕賞制度あり。

その他支援 -寺院活性化促進事業(寺院運営活性化支援、過疎過

密地域寺院支援、背少幼年教化支援)をとおして寺院

活動の支援を行っている。

中間支援の認 ない 明確に用いた形跡はない

識

事業評価 [ない]検討中 [ある]毎年度終了後、部署毎に事業報告書提出を義

務化し、業務の述成度合、自己点検と評価、今後の諜

題についても記入を求めている。また、会計監査院に

よる業務監査を 1 年度 2 部署ほと，'~rっている。
L 一

組織名 浄土宗 天ム口|申刀Z

Ql-l !ない]個々の寺院活動ではあるかも知れないが、包 [なし、1
括法人の中では検討の対象になったことがない。教問

内部で完結することが中心であり、教団に求められて

いる機能としての認識がないの

Ql-2 [ある、あった]個々の寺院の地域活動は、教聞が支 [ある]対社会的な活動(※)に対して、その内容を

援する領域ではないというi認識である。東日本大震災 評価し、助成金の交付を行う。

の復興支援として、一部寺院の地域活動への支援を 広報配布物(会報「きらめきJ)の提供、頒布を行う。
行っている。また、かつては、教問の直接支援として ※「一隅を照らす迎励」として、寺院が植信徒又は広

「共生・地域文化大賞」を行った。「共生・地域文化大 く地域住民へ行う布教事業、背少年の健全育成を凶る

1'tJとは、「共生社会」の創出を目指して、地域の社 事業、寺院独自あるいは地域社会と協力し、まちづく
会課題の解決に取り組むNPOなどの市民活動団体を りの推進並ぴに環境保全を図ることを目的とした事業。

伊土宗が表彰・助成をした事業。

詳細は、本宗 HPの「浄土宗の活動JI法然上人800
年大遠忌(アーカイプ)J内に掲載。
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Q2 !ない}教団の活動領域ではなく、情報を把握してい [ある]認定特定非営利活動法人 AMDAの災害支援

ない。 活動への協力可能寺院を募集し、登録のコーデイネー

トをしている。 AMDAとは2010年より関係。現在

90ヶ寺登録。拠点利用実績なし。

Q3 [あった]事例紹介を冊子として発行し、配布しまし {ある1r総本部だよりJr機関誌きらめき」、ホーム
たが、その後の活動状況を含めて評価を行っていない。 ページ等を用い、情報を公開している。

情報を得た場合は、一部情報発信を行っている。

Q4 !ない]教団の活動領域として、ノウハウがない。外 [N/A] 

郭同体(公益財団法人浄土宗ともいき財団)の活動と

して行っている。

Q5 !ない}教団の活動領域として、ノウハウがない。閑 {ある、あった]・あった地域社会の防災力向上を目

係する団体(保護司・教戒師・民生委員等)で行う研 的に、天台宗が主催し、天台宗教師を対象とした防災

修会への助成等を行っている。 士資格取得の為の研修を開催。研修費用を天台宗が負

担。 95名が防災士資格を取得後、事業終了。

-ある防災士資格取得者が中心となり「天台宗防災士

協議会」を設立。協議会として新たな防災士の育成や

既防災士のスキルアップを事業している。

-あった若手教師を対象に"地域に聞かれたお寺をめ

ざして"とのテーマにて研修会を開催。講師を招き講

演。年々テーマを変える為、同一テーマにて継続して

いない。

Q6 !ない]教団の活動領域としての認識がない。東日本 {ある]総務、法人部

大混災の際に、行政との連携を深めるべく、本宗宗務

総長が岩手・宮城・福島の各知事に協力を要請した。

また復興庁にも 2度伺い、当時の復興大臣と面談した。

Q7 【ない]教団の活動領域としての認識がない。外郭団 [ある]一隅を照らす迎動の展開を通した社会貢献活

体(公益財団法人浄土宗ともいき財団)の活動として 動の実績を評価し、活動顕著な支部及び個人への表彰。

行っている。

その他支援 ふくしまっ子すまいるキャンプ・はまOカフェへの支

援(東日本大震災復興事業への支援)

中間支援の認 ない ない

1肱

事業評価 !ない]その他(認識がない) !ない]検討中

組織名 日蓮宗 真言宗智山派 真言宗監山派

Ql-l [ある]宗門ウェプサイトにて、 !ない] [ある]地方の各支所長・布教長に

NPO・NGO団体を紹介しているが、 対し、 2年に一度、各分野の研究員

日蓮宗直轄の団体ではないので、そ の講習内容一覧を送付、又は HP

の活動は各々の責任において運営さ 内でも過去に実施された講習の演題

れている。 を UPし(豊山派寺院専用内のみ)、

支所等の団体で行われる講習会等の

講師として紹介している(寺院単位

には行っていない)。金銭面におい

ては、各支所、布教師会、仏教青年

会、仏教婦人会等への補助金制度が

ある。

Ql-2 [ある]伝道部にて、寺院独自の信 Iある]教化資材を HPからダウン [ある】大師講(詠歌講)活動
行活動や地域活動に対し、申請書や ロードすることができる

開催要項、報告書の義務を課した上

で、金銭的な助成(※)をする。

※あんのん基金とは別で、伝道部の

経常部予算内より寺院独自の信行活

動や地域社会に向けた社会活動に助
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成している。

Q2 !ない] [ない] [なし、]

Q3 [ある]機関誌「宗報Jで画期的な [ある]相I積院 HPに智山派寺院の [ある] ・宗派機関誌 f光明j・詠歌
寺院運営をしている寺院を紹介中。 行事案内や写経、写仏ができる寺院 講機関誌・青少年研修会会報 fつど

の紹介等 いj等出版物の発行。

-布教師活動報告

Q4 [ある]現在、伝道部を中心に企 {ある]・「寺子犀サポート」という {あった】単発ではあるが、研究員

両・検討段階。 行事開催の方法の提案、企画及び開 向けに、宗外講師(井上広法師)を

健までの段取り、実施に向けた事前 ;fsき研修を行い、又、宗派内の寺院
講習、当日の運営手伝い等 の方なら誰でも参加できる講習会に、

-教化活動相談窓口によるモデル 宗外講師(薄井秀夫師。小谷みどり|

ケースの紹介等 曲目)を招きシンポジウムを行ったこ

とがある。

Q5 [ある]伝道部にて年に数回研修会 {ある]教化活動実践セミナ一等の [ある]

を開催。詳細は宗報の告示にて記載 研修会

している。

Q6 [ない] !ない] !ない]

Q7 {あった】数年前まで、「日蓮宗綜合 [ある} [ある]ボーイスカウト宗教章の授

財団J(※)があったが、文科省の 与

意向で解団した。※福祉共済、海外

布教の振興、布教伝道活動、育英事

業、社会教化事業等;を行っている宗

内の教師や団体への助成を目的に設

立された。毎年 l回、綜合財間賞と

綜合財団奨励賞を決定していた。

その他支援

中間支援の 教団としての認識や研究が進んでい

認識 るとは言い切れない。

事業評価 [ない]その他(現状ではない) [ある]担当者による諸会議、役員 [ある]各アンケート結果を参考に、

会等

NPO及び教団と比較するために同じ項目にしている。

-教団の組織構造の概要

アンケートの結果は表9のとおりである。まず、組

織の意思決定に関しては、すべての教団が責任役員会

以外に議会等を設置していることがわかった。また、

執行機関は、多くの事業別の部署が設定されている。

概ね、寺院や僧侶の登録管理等を所管する部署、教義

や僧侶の養成を所管する部署、寺院の教化活動等を支

援する部署、人事や経理等の内部管理を所管する部署、

人権問題を所管する部署、代表役員の秘書を所管する

部署、宗祖の記念事業を所管する部署等が設置されて

いる。そして、それらの部署が所管する事業及び担当

する職員は議会等で決められた規則に従って運営され

ていることから、教団もピュロクラシーを採用してい

ることが確認出来る。

-教団の支援事業の概要

中間支援事業については、全ての教聞が複数“あ

る"と回答している。特に「資源の仲介Jや「情報の

研究機関などで検討を重ねることが

できる。

収集・共有・発信jについては、ほとんどの教団が取

り組んでおり、資金の他に人や他の支援者、パート

ナーに関する情報の仲介、寺院の活動を機関誌や公式

サイトで紹介する等、活発に行われていることが確認

出来た。

なお、中間支援は教団ごとに独自の規則等による制

度で運用していることから、ここでは、教団ごとの中

間支援ではなく、それぞれの支援を概観して、その支

援カテゴリー内における特徴や課題等を分析する。ま

た、今回の調査では各教団が行っている中間支援のア

ウトプットやアウトカムに関する情報を収集していな

いため、各支援の有効性については評価しない。加え

て、支援の内容については各教団に解釈を委ねたため、

教化色の濃いものから薄いものまで様々あるo 寺院の

地域社会における活動に関しては、教化と切り分ける

か否かの見解が教団ごとに異なり48)、本研究では寺院

の活動の質的な評価は行わないため、回答にある活動

は教化色の濃淡を問わずに総じて地域社会における寺

院の活動と見なし、中間支援の対象であるものとする。

まず、「資源の仲介(紹介)Jでは、大きく分けて教
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団の支援事業の情報を紹介するものと NPOや NGO

の活動情報を紹介する 2つの支援が見られた(ある 5、

ない 3)ロ特に、災害に関しては窓口や情報を特設し

ている教団があり、教団にとって重視されている活動

領域であることが窺える。また、支援の拠点であるが、

教団の本部で行うだけではなく、教区等の寺院に近い

拠点で行い、そこに講師派遣等の支援をしている教団

も確認出来た。

但し、以上の支援は教団から寺院に向けての仲介の

流れになっており、寺院を教団外の支援者に紹介する

という回答はなかった。また、教団外の助成財団等の

仲介についても確認出来なかった。

「資源の仲介(直接)Jでは、すべての教団が「あ
る」と回答した(ある 8、あった l ※複数回答)。

支援 NPOと異なり、教団は寺院から賦課金を徴収し

ていることから安定した財源があるため、資源の直接

支援は行いやすいと言える。また、資金だけではなく、

絵本や災害マニュアル等の配布物を提供し、教区に寺

院の活動を支援する人材を配置し、大学との連携によ

るインターンシップ事業や寺院と地域の述携に助成金

等を支援している。現在は行っていないが、寺院と

NPOとの協働に着目して支援事業を行っていた教団

もあった。他にも、過疎対応の人材の派遣、保育園や

保護司等の特定の社会活動をしている寺院で組織する

教団内の団体に対する支援、公式サイトで教化資料の

提供、詠歌講への支援等、様々な支援事業を行ってい

ることが確認出来た。

「パートナーの仲介Jでは、「あるJと回答した教団
は少数であった(ある 2、ない 6)。内容として、真.

宗大谷派では、教団と協力関係にある Teraschoo149)、

studio-L却)、一般社団法人お寺の未来51)等の団体に支

援を行い、寺院の要望に応じて紹介をしている。天台

宗では、 2010年から認定特定非営利活動法人 AM-

DA52)の災害支援活動の拠点として協力出来る寺院を

コーデイネートしており、 2017年10月時点で90ヶ寺の

登録がある。なお、「ないJと回答した教団も別の項
目で NPOの紹介等を行っていると回答していること

から、実際にはパートナーの仲介を行っている可能性

がある。

「情報の収集・共有・発信Jでは、ほほ「あるjと
回答があった(ある 7、あった 1)。特に、全ての教

団が公式サイトや機関誌、事例集に特化した冊子等を

通じて寺院の活動事例を紹介していた。また、教区に

配置した人材が寺院の活動の情報収集を行っている教

団があった。他にも、公式サイトで参加可能な寺院の

活動を紹介している教団もあった。これについては、

紹介していると回答した教団以外にも公式サイトで

行っていることが確認出来た。

「マネジメントサポートJでは、回答が分散した
(ある 3、あったしない 3、N/A1)。相談窓口と

しての対応の他、特定の事業の立ち上げや行事を開催

するためのノウハウや場づくりの講習や支援や、運営

能力を向上させる研修を行っている教団があった。

「研修、教育」では、ほほ「ある」と回答があった

(あるにあったしない 1 ※複数回答含む)。社会

と向き合うための「傾聴J、ボランティアに役立つノ
ウハウ、過疎対応支援員の研修、ピハーラ日)の担い手

の養成、教務師等の社会活動別の研修、災害ボラン

テイアコーデイネータの養成、スカウトの宗教章に関

する研修、地域社会と共にあるお寺の将来計画書-を作

成する講座、あるいは、特定非営利活動法人日本防災

士機構による民間資格「防災士Jを取得する研修を教
団が主催し、地域社会の防災力向上を目指すもの等、

地域社会を意識した様々な研修会等を展開しているこ

とが確認出来た。

「政策提言(アドポカシー)Jでは、ほぽ「ない」と

回答があった(あるしない 7)。教団の支援として、

政策提言はほとんど行われていないものの、国会議員

や地方議員、教団外の組織で政策提言をしている公益

法人等とつながりをもっている。また、東日本大震災

の際に被害の大きかった県の知事や復興大臣と商会し

ている。教団によっては必要に応じて政策提言出来る

環境にあることがわかった。

「事業評価(アセスメント)Jでは、「ある」と回答

した教団が多かった(ある 5、あった l、ない 2)。

特徴的な取組みを顕彰して情報共有等を図るもの、所

属する教団への貢献や社会に寄与した者への褒賞、社

会貢献活動の顕著な実績を評価して表彰等、全て称賛

型の評価であり、事業運営'の効率等を分析する評価に

ついては見当たらなかった。

なお、「中間支援Jという言葉についての認識を教
団に確認したところ、概ね「ないJと回答があった。
概念としては認識している傾向が見られるものの、言

葉としては教団内で用いられておらず充分に認識され

ていないことが分かった。

図3 アンケート調査の回答に見られる教
団の支援が満たされていない領域の
イメージ
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表10 Q1目1.資源の仲介(紹介)

支援 NPO
情報の紹介を中心にしながら、必要に応じて支援者に対して団体を推薦する等、双方向の仲介を行っている。

岡定的な支援ではなく、 NPOの特性に応じた紹介をしている。

ほぼ「必要」と回答があった(必要8、不要 1)。仲介する内容は様々な情報やノウハウといった活動者が受

寺院
信するものの他、活動者の要望を支援者に発信する仕組みについても要望があった。仲介を希望する範囲は、広

く他宗派や行政、他の支援制度にも及んでいた。また、情報の仲介をするコーデイネーターについても必要性が

みられた。

大きく分けて教団の支援事業の情報を紹介するものと NPOや NGOの活動怖報を紹介する2つの文援が見ら

教団
れた(ある 5、ない 3)。災害に閲しては:窓口や情報を特設している教団がある。また、教区等の寺院に近い拠

点でも支援を行っている。なお、以上の支援は教聞から寺院に向けての仲介の流れになっており、寺院を教団外

の支援者に紹介するという回答はなかった。

支援NPO 寺院 教団

図ある口あった図ない 図必要 口不要 図ある口あった図ない

臼わからない

第N章教団が担う中間支援機能のあり方の考察

第1節 三者のアンケー卜調査結果の比較と分析

ここまで、支援 NPO、助成を受けた寺院、教団の

三者のアンケート調査結果を概観、分析した。次に、

三者の問答に対する筆者のまとめを横断的に比較して

見えてくる事を改めてまとめる制。特に、教団の聞答

には見られない支援 NPOの支援及び守:1淀の需要に着
目して、教団の支援が満たされていない領域を明らか

にしたい。すなわち、教団の回答に見られる支援と支

援 NPOの回答に見られる支援の違いについては、支

援 NPOだけに見られる部分(領域Aとする)に、教

団の回答に見られる支援と寺院の回答に見られる需要

の違いについては、寺院の需要に対応する支援が見ら

れない部分(領域Bとする)に、さらに、教団の回答

に見られる支援にはないが、領域Aと領域Bの双方に

ある部分(領域Cとする)に着目して、教団の中間支

援機能のあり方について考察する(図3)。

なお、回答ベースによる比較と分析を行うため、支

援 NPOや教団においては、回答以外の支援を行って

いる可能性がある。

「資源の仲介(紹介)Jについて、支援 NPOの紹介

は NPOと支援者への双方向性が見られ、 NPOの特

性に配慮して対応している。寺院の需要は、活動のヒ

ントとなる情報やノウハウの提供をはじめ、活動者の

要望を支援者に発信する仕組みについても要望があっ

た。これは、支援 NPOの紹介に見られる双方向性へ

の需要であり、教団の仲介は支援者から寺院に向かう

傾向が強いことから、領域Cにあたる。また、情報の

仲介をするコーディネーターの需要がある。既に活動

をしている寺院であっても、このような人材を必要と

していることから、活動を検討している段階の寺院に

は一層必要であると考えられる。これも同じく領域C

にあたる。

なお、教団の支援では、寺院の需要と対応する回答

が少ないが、 Q3r情報の収集・共有・発信Jで事例
集の回答が多くみられることから、その点については

対応していると言えるo

「資源の仲介(直接)Jについて、支援 NPOの支援

は、 ドナーやスポンサーを NPOへ仲介することが中

心となる。あるいは、支援 NPOが支援者から受け

取った資源を NPOへ仲介し、管理あるいは保有して

いる施設等を提供している。寺院の需要は資金が中心

であり、 NPOと同様に資金不足の課題を持っている

と言える。他の需要として、活動者と教団双方のメ

リットを意識して、教団の職員を活動者側へ出向させ

る支援の提案があった。これは、領域Bにあたるo 教

団は、賦諜金等による財源がある。これは教団の強み

である。実際に、資金の助成支援は多数あり、人やモ

ノの支援もある。教団は、多様な支援をコーデイネー

トする人材の充実が求められると考えられるが、そも

そも助成制度の企画設計をするプログラムオフイ

サー55)の充実も必要ではないだろうか。

「パートナーの仲介Jについて、支援 NPOの支援
は日常的にコーデイネートを行う他、交流会で紹介す

る等の場づくりも行っている。また、 NPOの活動に

合った大学サークルの紹介や、社会福祉協議会、協同
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支援 NPO

寺院

教問

支援 NPO

寺院

教団

表11 01-2.資源の仲介(置接)

支援 NPOが支援者としての事務局を担い、支援 NPOが保有する人や施設を提供している。 QI-Iと同様に、

資源不足の課題がある。

「必要Jとする活動者が過半数であった(必要6、不要l、N/A2)。ほとんど金銭面の支援を求めるもので
あり、資源不足が常態化している傾向が見られた。また、教団の職員を活動者側に出向させるアウトリーチ型の

支援を提案するものもあった。反対に「不要jとする回答では、出来る範囲で活動したいという考え方が示され

ていた。

すべての教団が「あるJと回答した(ある 8、あった l ※複数回答)。安定した財源による直接支援は行い
やすいといえる。

また、配布物の提供やコーデイネータ一役の人材を配置、大学との連携や、特定の社会活動への支援、公式サ

イトで教化資料の提供等、様々な支援事業を行っている。

支援NPO

図ある口あった図ない

寺院

図必要 口不製
図わからない.N/A 

表12 02.パートナーの仲介

教団

図ある口あった囚ない

活動の個性に合わせた日常的なコーデイネートの他、交流の場を設けている。紹介されるパートナーは、大学 l

や社会福祉協議会、協同組合、児童館、企業等と幅広い。

回答が分散した(必要2、不要2、わからない3、N/A2)。但し、「不要」及び「わからないJという回答|
であっても、パートナーの存在自体を否定するものではなく、教団のコーデイネート力等、他の要因による回答 l

であることが窺えた。

「あるJと回答した教団は少数であった(ある2、ない6)。教団と協力関係にある NPO等を支援し、寺院に
紹介をしている。反対に NPOへ寺院を紹介している教団もある。但し、「ないjと回答した教団も別の項目で

NPOの紹介等を行っていると回答していることから、実際にはパートナーの仲介を行っている可能性がある。

支援NPO

図ある口あった図ない

寺院

図必要 口不要
因わからない.N/A 

教団

図ある口あった固ない

組合、児童館、企業等との仲介を行っている。領域A

には、常に多様なパートナーの仲介や仲介が出来る情

報を保有していることが見られる。寺院の需要は、良

き縁があれば協力関係を構築したいという傾向に留

まった。これは、既に何らかの活動を行っている寺院

の回答であるため、新たなパートナーを積極的に必要

としていない可能性がある。教団の紹介相手は、一定

の需要がみられるものの固定的である。寺院や NPO

等が幅広く登録出来るデータベースや交流の場につい

ても支援の余地が見られる。その上で、それらをコー

デイネートする教団の力量の充実も求められていると

考えられる。

「情報の収集・共有・発信Jについて、支援 NPO
の支援は NPOの活動をウェプサイトや機関誌で紹介

をしている。寺院の需要は、他の事例を知ることにあ

り、活動内容や地域で分類するとより効果的であると

考えられる。情報を得る方法として、冊子や報告書の

他、シンポジウム等の報告の場を提案する回答もあっ
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表13 03.情報の収集・共有・発信

NPOの活動をウェプサイトや機関誌で紹介している。

「必要Jとする活動者が過半数であった(必要6、わからない 1、N/A2)。他の事例への需要は高く、自身
の感覚に合う情報を探し出すための仕組みとして求める他、同じ地域環境の他の事例、同じ活動内容の他の事例

といった具体的な切り口も想定され、活動者にとって参考になることがわかった。情報を収集・共有・提供する

方法として、 i冊子や報告書の他、シンポジウム等の報告の場を提案する回答もあった。

ほほ「ある」と回答があった(あるにあった 1)。全ての教団が公式サイトや機関誌、事例集に特化した冊

子等を通じて寺院の活動事例を紹介していた。また、教l互に配置した人材が寺院の活動の情報収集を行っている
教団があった。他にも、公式サイトで参加可能な寺院の活動を紹介している教問もあった。これについては、紹

介していると回答した教団以外にも公式サイトで行っていることが確認出来た。

支援NPO

図ある口あった囚ない

寺院

図必要 口不要

図わからない.N/A 

表 14 04. マネジメントサポート

教団

隆司ある口あった囚ない

相談に対応する他、マネジメントに閲する講座の開催や、会議に同席してファシリテートし、専門家を交えて

一緒に考える等の様々なパターンがあり、施設内での対応に留まらず必要・に応じて現場に出張している。

「必要」とする活動者が過半数であった(必要5、不要 l、不要 orわからない 1、N/A2)。前提として現場

最前線で通JIJするノウハウがあることや、教区へ指導者を配置することを求める問答があった。他にも、同じi舌
動者の交流の場を求め、サポートの純1mはノウハウの提供までで指導は不要とする回答があった。

回答が分散した(ある 3、あったしない3、N/A1 )。相談窓口としての対応の他、特定の事業の立ち上げ

や行事を開催するためのノウハウや場づくりの講習や支援を行い、運営能力を向上させる研修を行っている教団

があった。

支援NPO

図ある口あった図ない

寺院

図必要 口不要

臼わからない.N/A 

教団

図ある口あった

図ない .N/A

た。教団は積極的に寺院の活動事例について収集し、

紹介をしている。特に、活動を模索している寺院に対

する事例集の提供については多くの教団が行っている。

また、積極的に事例を収集する制度を構築している教

団もあった。情報の方向性として、教団と寺院、寺院

と寺院の他、一般向けに公式のウェプサイトで寺院の

活動を紹介している教団もあった。教団の支援として

は充実している機能のーっと言える。

応だけではなく、事業立ち上げや運営に関して議論す

る現場に参加して支援しており、領域Aにあたる。寺

院は、マネジメントサポートを必要とする意見が多い

rflで、現場で通用するノウハウがあることや、教区へ

の指導者の配置等を求めている。なお、後者について

は既に取り組んでいる教問もある。また、同じ活動を

している寺院の交流の場を求める意見もあり、領域B

にあたる。教団は、寺子屋や子どもを対象にした行事

を開催するための講習やサポート、ファシリテーショ

ン能力の向上や場づくりの指導、地方の拠点で地域の

「マネジメントサポートJについて、支援 NPOは
ノウハウを提供する研修の開催や NPOの相談への対
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表15 05.研修、教育

NPOのガパナンスやマネジメントに関する講座を開催している。また、全体的な研修ではなく個別の活動を

通じた NPOへの理解促進をサポートしている。

「必要Jとする活動者が過半数であった(必要5、不要l、わからない3)。研修や教育の支援は必要だが、入
門編や応用編といった活動の段階に応じた設定、そして、特定のテーマに絞った内容が求められていることがわ

かった。また、研修ではなく先行する活動者の現場に参加することで、研修以上の成果が期待出来るとする提案

があった。

ほほ「ある」と回答があった(ある7、あった1、ない1 ※複数回答含む)。社会と向き合うための「傾聴J、
ボランテイアに役立つノウハウ、過疎対応支援員の研修、ピハーラの担い手の養成、教議師等の社会活動別の研

修、災害ボランティアコーデイネータの養成、スカウトの宗教章に関する研修、地域社会と共にあるお寺の将来

計図書を作成する講座等、地域社会を意識した様々な研修会等を展開していることが確認出来た。

支援NPO

図ある口あった

囚ない . N/A 

寺院

図必要 口不要

因わからない

表16 06.政策提言(アドポカシー)

教団

図ある口あった囚ない

NPO法人がラジオ局を開設する際の行政への働きかけといった具体的な案件への対応の他、協働推進、市民

活動推進、地域自治推進、 NPO法税制の改正に関する提言、新しい公共支援事業のガイドラインに対する提言

等、 NPOを取り巻く環境に関する政策提言を行っている。

「わからない」とする活動者が過半数であった(必要2、不要l、わからない6)。政策提言をする支援自体を

否定する回答は無かったが、専属の部署を設ける必要はないとする意見が複数あった。また、他の支援に比べて

積極的には求められていなし」

ほぽ「ないJと回答があった(あるしない7)。教団の支援として、政策提言はほとんど行われていないも
のの、国会議員や地方議員、教団外の組織で政策提言をしている公益法人等とつながりや、東日本大震災の際に

被害の大きかった県の知事や復興大臣との面会が行われている。教団によっては必要に応じて政策提言出来る環

境にある。

支援NPO 寺院 教団

図ある口あった図ない 図必要 口不要 図ある口あった図ない
囚わからない

コミュニティ作りを行っている。また、 Q5の研修、

教育で、お寺の将来計画書を作成すると回答した教団

がある。特定の活動や能力を寺院に指導する支援は

色々と見られるものの、寺院が企画した事業に教団が

並走する支援についても必要と考えられる。

トの研修を行っていると回答している。教団は、どち

らかと言えば活動方法を中心に学ぶ支援であることか

ら、領域Aにあたるo 寺院は、研修等の支援を必要と

したうえで、既に活動をしている寺院と、そうでない

寺院を分ける等、対象を具体的にする工夫を求めてい

る。反対に研修では効果は限定されるので、活動者が

受けIIllとなって現場に参加してこそ、研修以上の成果

「研修、教育」について、支援 NPOは、組織とし

て運営するために必要となるガパナンスやマネジメン
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表17 Q7.事業評価(アセスメント)

支援 NPO 事業評価ではなく、事業を支える組織のiJ刊ilfiは行っているとlul答があった。

ほほ「必要Jと回答があった(必要8、わからない 1)。鮮側をした上で、結果の広報や報告をすることの必

寺院 要性についても複数の指摘があったことから、そこまで含めて需要があることがわかった。評価とは言っても称

賛型の評価ではなく、事業運営の効率等を分析する評価が求められている。

「ある」と凶答した教凶が多かった(ある 5、あったしない2)。特徴的な取組みを顕彰して情報共有等を図

教団 るもの、所属する教団への貢献や社会に市与した者への褒賞、社会貢献活動の顕著な実績を評価して表彰等、全

て称賛!日の評価であり、事業運営の効率等を分析する評価liについては見当たらなかった。

支援NPO 寺院 教団

図ある口あった日ない 図必要 口不要 図ある口あった図ない

口わからない

が期待出来るという意見があり、それぞれ領域Bにあ

たる。教団は、寺院向けに多様な研修や教育を行って

おり、対象も様々で支援として充実していると言える。

その上で、支援 NPOと比較すると、広く社会に対し

て寺院への理解を深めてもらうための研修、寺院と比

較すると、既に活動している寺院と提携して研修や教

育を兼ねた人材の派遣を行うことが考えられる。

「政策提言(アドポカシー)Jについて、支援 NPO

の支援は、様々な実例が挙げられている。 NPOの活

動が推進されるように、 NPOを取り巻く環境に応じ

て行政へ働きかけていることがわかる。これは、領域

Aにあたる。寺院は、政策提言に対する需要は多くな

く、具体的に提言すべきとする内容も見られなかった。

また、政策提言の支援そのものより、それを担う専任

部署に対する要・不要の意見が多くみられた。但し、

寺院と教団等をつなぐロピーストの役割を果たす人材

については需要があり、領域Bにあたる。なお、この

人材は他の支援で見られたコーデイネーターと機能が

重なる可能性がある。教団は、政策提言について、そ

れを支援と認識せずに行っている可能性がある。今後、

寺院が地域社会における活動を活性化させていくため

には、特に行政等の理解や連携が求められる場合も考

えられるため、そこに教団の支援の余地があると忠わ

れる。

「事業評価(アセスメント)Jについて、支援 NPO

は、事業の評価ではなく、 NPOの辿営の効率等を分

析する組織評価を行っているo 寺院は、称賛型の評価

の需要が大きい。 Qlで述べたように、寺院は評価に

よる助成金等も貴重な財源になっている。但し、寺院

の需要は資金に留まらず、評価結果の広報や支援

NPOが行う評価についても見られた。これは、周知

の趣旨もあるが、第三者の日から見た活動内容の妥当

性に対する fi;l~flIIi を求めるものと考えられ、領域C にあ

たる。また、外部評価iに関しては、助成金を受けてい

る以上は当然の義務とする意見もあり、その上で、一

定の評価を有しているものを一層支援することの要望

があった。後者については、領域Bにあたるo 教団の

支援は、称賛型の評価が中心であった。寺院の活発な

活動等に対しては、ある程度支援が行われていること

が確認出来た。寺院の需要と比較すると、称賛型の評

価は必要であるが、寺院の活動を改善するための手法

として、支援 NPOが行う評価についても取り組む必

要性があると考えられる。

第2節 教団が担う中間支援機能のあり方の考察

教団の支援と支援 NPO及び寺院の需要を比較した

結果、支援 NPOは資源の仲介の双方向性や多様性、

マネジメントに関するサポート等が教団より充実して

いること、寺院の需要はコーデイネーターやロピース

ト、教団職員の現場への出向等、人的な支援の充実を

中心に求めていることが分かつた(表18)。

教団においても、多様な中間支援を展開しているこ

とが確認lH来たものの、支援の余地については、まだ

多く残されていることが明らかになった。但し、教団

によっては新たな支援について担当部署で検討中であ

り、制度を構築中とする回答も見られたことから、教

団の支援は徐々に充実しつつあると言える。このこと

から、余地の部分についても近い将来に何らかの事業

展開が期待出来ると考えられる。

また、「活動者の要望を支援者に発信するJi教団の
職員を活動者側へ出向させるJI多様なパートナーの
仲介Jn司じ活動をしている寺院の交流の場Jr活動者
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表 18 教団の支援が満たされていない領域に見られた支援 NPOの支援及び寺院の需要

支 援 領域A-Cに見られた支援 NPOの支援及び寺院の需要

資源の仲介(紹介)
領域C:活動者の要望を支援者に発信する双方向性

領域C:情報の仲介をするコーデイネーター

資源の仲介(直接) 領域B:教聞の職員を活動者側へ出向させる

パートナーの仲介 領域A:常に多様なパートナーの仲介や仲介が出来る情報を保有している

情報の収集・共有・発信 一

マネジメントサポート
領域A:事業立ち上げや運営に関して議論する現場に参加

領域B:同じ活動をしている寺院の交流の場

研修、教育
領域A::運営のマネジメントやガパナンスに閲する研修

領域B:活動者が受け皿となって現場に参加出来る仕組み

政策提言(アドポカシー)
領域A:NPOを取り巻く環境に応じて行政へ働きかける

領域B:寺院と教団等をつなぐロピーストの役割を果たす人材

領域B:一定の評価を有しているものを一層支援する
事業評価(アセスメント)

領域C:活動内容の妥当性に対する評価

※ 領域A:支援 NPOの問答に見られる支援、制域B:寺院の回答に見られる需要、領域C:領域A.Bの1f(なる

部分。

活動の段階 資金支援

図4 市民活動の段階と行政の支援

活動支援の担い手活動の担い手育成のための必要要素

成熟段階
市民活動としてある程度
継続し、行政の担い手と
しても期待出来る段階

自立のステップ

初期段階

市民活動を始めたばかり
の段階

構想・計画のステップ

萌芽段階
今後の市民活動としての
可能性を探る。また、そ
のための秘を蒔く段階

(出所)内問ら (2006)、p.122を参考に筆者作成

注
入
支
援

「攻めの」アウトリーチ
(手をのばす)のための方策

が受け皿となって現場に参加出来る仕組みJr行政へ
の働きかけJr寺院と教団等をつなぐ人材Jといった
ことは総じて資源を準備して提供するという物量的な

性格のものではなく、教団のコーデイネート力や支援

の企画力といった質的な機能が求められているとも言

える。このことから、教団の中間支援を充実させるた

めには、まず、コーデイネーターやプログラムオフイ

サーといった人材の充実が必要であると考える。その

上で、マネジメントサポートや活動内容の妥当性を評

価する事業評価といった専門的な知識が求められる支

援についても、制度や人材の整備が求められることに

なろう。

次に、寺院に対する支援のアプローチの考え方であ

るが、内田ら (2006)は市民活動の成長過程として萌

芽段階、初動段階、成熟段階を経て自立し、その段階

に応じて行政の支援のあり方が変わると説明してい

るお)(図4)。本研究における中間支援の考え方は支

援 NPOの支援を踏まえているものの、地域社会にお
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地域社会における寺院の活動の段階と教団による支援の例示図5

活動支援の担い手活動の担い手育成のための必要要素
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成熟段階

活動としてある程度継続

し、萌芽段階・初期段階

にある寺院の支援者とし

ても期待出来る段階

初期段階

活動を始めたばかりの段

階

構想・計画のステップ

萌芽段階

今後の活動としての可能

性を探る。また、そのた

めの磁を蒔く段階

自立のステップ

活動の段階

自立

ネジメントサポートが必要になる場合がある。そもそ

も、教聞が用意している支援を認識出来ていない可能

性があるため、コーデイネーターによるワンストップ

のサポートも必要になるだろう。

初動段階に至った寺院に対しては、活動の安定に向

けて資金をはじめとする資源の仲介をしながら、活動

の効率等を分析する事業評価をして活動の質を高める

サポートが重要になるo また、初動にあたって自治体

等への働きかけや社会制度等の課題がある場合は、教

団が自治体等に政策提言して環境を整える役割が求め

られることも考えられる。さらに、段階に応じた研修

等の実施やマネジメントサポートを行う必要もある。

活動の巡営の場に教団の職員が参加して、一緒に議論

することも支援として考えられる。なお、教団が用意

する様々な支援については、申請等の手続きが必要と

なることが多いので、それらが寺院

の負担にならないように配慮することも、支援の一

環と言えよう。そして、活動が成熟段階に至った寺院

に対しては、教団の支援に依存状態にならないよう自

立に向けた支援が必要になるとともに、萌芽段階や初

動段階にある寺院に対する参考事例や研修の受け皿の

存在として期待出来るようになる。また、教団の支援

をコーデイネートする人材の配置については、教団の

事務所より寺院に近い教区等へ配i置することも支援の

効果を高めるために必要であると考えられる。他にも、

寺院に対する支援に留まらず、広く一般社会に対して

寺院への理解を深めてもらうための研修等を実施する

ことも、地域社会とともにある寺院にとっては有効な

(出所)内田ら (2∞6)、p.122を参考に筆者作成
ける寺院の活動が段階を経て成長、自立することは同

様と考えられる。今回の調査では、教団が段階別の支

援を意識していることは明らかに出来ないが、何らか

の活動をしたいが出来ていない寺院を生み出している

ことを考慮すると、萌芽段階への支援は多様に用意さ

れながら適切にコーデイネートされていない可能性が

ある。また、初動から成熟の段階にある寺院に対して

は概ね資金の支援を中心に行っていることから、成長

の段階を意識した支援についても検討の余地がある。

このことを踏まえて寺院に対する教団の支援につい

て整理すると、教団の強みは自身で資源を用意するこ

とが出来ることであり、どの段階においても、それぞ

れの段階に応じた資金支援制度を設計することが可能

である。しかし、資金だけでは活動の萌芽から成熟ま

でを段階的に支援することが出来ない。資金以外のア

ウトリーチやエンパワーメントについて、さらなる充

実が求められると考えられる。内田らの説明を考服し

つつ、教団の支援が満たされていない領域の支援や需

要を組み込んだ上で、地域社会における寺院の活動の

段階と必要な支援を例示したものが図5である。

まずは萌芽段階にある寺院に対して、教団が積極的

に働きかけることによって種を蒔く必要がある。研修

等の実施の他、相談窓口の設償、既に活動をしている

寺院等と協力した現場参加の場の提供等が考えられる。

そこで芽が出た寺院及び既に何らかの課題意識を持ち

ながら、どのようにすればよいかわからない寺院に対

して、事例等を中心とした情報の提供、初動段階に向

けて活動の構想や計画を具体化させるための研修やマ
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図6 教団の中間支援に関する残された研究課題

支援になると考えられる。このように、教団の支援の

種類と段階のそれぞれにおいて、まだ取り組める余地

が多数残されている可能性が明らかになった。

第V章結論友び残された課題

本研究では、教団が過去から中間支援組織として役

割を果たしてきたことが確認できた。大正時代を中心

に寺院が社会事業を展開した際には、専任の担当部署

の設置をはじめ、支援する組織が成立し、実態把握の

ための調査が行われていた。そして、太平洋戦争後の

社会変化に対応するため、教団を挙げて寺院の近代化

や体質改善をめざす運動を展開していた。さらに、本

研究のために実施したアンケート調査によって、資源

の仲介や寺院の事例紹介、研修や教育等、現在も様々

な中間支援が行われていることが明らかになった。し

かし、地域社会において何らかの活動をしたいが出来

ていない寺院を生み出している状況から、教団の支援

が満たされていない可能性を指摘することができる。

そこで、教団の支援の課題を明らかにするために、教

団と類似性のある支援 NPOの支援及び寺院の需要に

ついてもアンケート調査を行って教団の支援と比較す

ることで、教団の支援には見られない支援 NPOの支

援や寺院の需要を明らかにした。具体的には、教団の

コーデイネート力や支援の企画力、そして、マネジメ

ントサポートや事業評価といった専門性が求められる

内容が中心であり、さらに、活動の段階に応じた支援

についても取り組む余地がある可能性を指摘した。地

域社会における寺院の活動を教団が支援するためには、

教団の世俗の領域における中間支援機能を充実させる

必要があるものの、教団において中間支援という言葉

の認識が充分ではないため、改めて教団の支援手法は

一般に中間支援と言われるものであると捉えなおして、

支援の点検する必要があると考えられる。

そこで、改めて教団が行っている中間支援を確認す

ると、「資源の仲介Jrパートナーの仲介Jr研修、教
育JでNPOと述携して行っている支援がある。これ
らは本来、教団が担う支援であり、その背妓として教

【今回の調査】
教団の支援

団の支援力が絶対的に低下したのか、支援の専門性が

高まって相対的に教団では担えなくなったのかは判断

できないが、少なくとも、教団が中間支援を行うにあ

たって NPOは有力なパートナーになり得ると言える。

特に、中間支援の全体像を描くにあたっては、今回の

調査で比較対象とした支援 NPOに多くの実績がある

ことから、教団の中間支援のあり方のーっとして、支

援 NPOと協働して支援を展開することが考えられる。

このことは、財源の安定している教団と不安定な支援

NPO、支援のノウハウが充分ではない教団と実績の

ある支援 NPOという、保有する資源の組み合わせか

らも親和性が高いと考えられる。その上での課題とし

て、教団が世俗の領域の機能を伸展させるのであれば、

それに比例して社会との接点も大きくなってくるo教

団が地域社会における寺院の活動を支援するのであれ

ば、支援に関わるパートナーやステークホルダーへの

社会的な責任が発生する57)。この社会的責任に関して

は、襖井 (2009)が「宗教の社会的責任といういい方

をした場合、宗教に社会的義務を課す上位の制度や機

関を想定せざるをえないロところが、そのようなもの

は日本にはない。J58)と述べているとおり外在的な社

会制度上のものではなく、大正大学 BSR推進室

(2015)が定義する「仏教者の社会的責任 (Buddhist

Social Responsibility) Jの概念になろう59)0 r仏教者
の社会的責任」とは、 IS026000帥)を基に「①説明責

任(仏事(法要・葬儀)を含めた諸活動の意義を伝え

る。)Jr②透明性(聞かれた僧侶、開かれた寺院経営
を目指す。)Jr③倫理的な行動(五戒・十善戒にもと
づいた行動をする。)Jr④ステークホルダーの利害の
尊重(檀信徒や地域住民への配慮を怠らない。)Jr⑤ 
法の支配の尊重(日本の法令を尊重し遵守する。)J

「⑥国際行動規範の尊重(他国の仏教者の教えや活動

に学ぶ。)Jr⑦人権の尊重(誰に対しても思いやりと
慈しみの心を忘れない。)Jを構成概念としている61)。

教団の社会的責任として、一義的には伝統仏教教団と

しての布教と教化、それらを担う僧侶の育成が求めら

れる。次に、寺院や僧侶が時代に即応した持続的な信

仰心の啓発や維持の活動を行う環境、つまり、宗派・
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年代に対応した教義手段及び教義に触れる機会の構築

をしなければならない。そして、寺院が地域社会とつ

ながるための世俗領域の活動を支擬することが必要で

ある。今回の調査では、教団自身の事業評価を行って

いると回答があったのは4教団に留まった。特に、世

俗の領域においては評価の他に説明責任や情報公開等

の一層の充実が求められる。

なお、本研究では教団の中間支援のあり方の一つを

述べるに留まった。今後の課題として、既に教団が

行っている支援事業の有効性を問うアウトカム評価が

必要である。また、本研究で調査対象とした寺院の数

は少ないため、多くの寺院に社会調資を行い、より需

要と供給の差異を明確にするための研究も必要である。

さらに、教団は議会等により規則等を定めて運営して

いることから、政策のプロセスである問題の発見と定

義、解決案の設計、事業の決定、そして実施や評価62)

といった政策学の観点からの研究を行い、そのプロセ

スにおける課題を明らかにする必要がある。

ここまで述べてきた本研究で得られた成果と今後の

研究課題を図6にまとめた。加えて、本研究では教団

の中間支援を機能面から考察したが、活動領域の視点

では研究の余地を大きく残している。寺院に対する支

援の担い手について、教団単体による支援の他、本研

究では少なからず教団と NPOが協働・連携している
ケースに留まっているが、近年注目が集まっている

「お坊さん使6:J)Jなどの僧侶派遣や、寺院の経営を指
南する「未来の住職塾臼)Jは、基本的に教団とは関係

なく支援が提供されている。前者は資源(人)の仲介

であり、後者は教育・研修、あるいはマネジメントサ

ポートに相当する。教団の中間支援の活動領域と、こ

のような教団外部の支援との関係性については、寺院

が教団に包括されるメリット、あるいは教団の存在意

義に直結する問題であると考える。このことは、教団

に所属しない単立寺院を生み出す背筑にもつながるが、

別の視点、からは教団のプランデイングi舌動や子弟教育

等に対する単立寺院のフリーライダーの問題もある。

この単立寺院と教団の関係性に関する研究も見当たら

ない。

このように、本研究は教団の中fHj支援における極め

て部分的なあり方を考察したに過ぎず、残された諜題

は多く存在し、視点を変えると新たな課題も現れてく

る。今後、教聞に対する政策学の視点からの諸研究が

進展することを期待したい。
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環境、エネルギ一、医療、防災等、多様なジャンルのプ

ロジェクトに携わってコミュニテイデザインをしている。

(studio-Lウェプサイト「プロジェクト紹介」筆者要

約)

51) 寺社の経営・運営に関するサービス・商品提供、相談

業務、仏教コンテンツの開発・プロデユース、書籍・雑

誌・その他各積メディアな等を通じた情報発信をしてい

る。(一般社団法人お寺の未来ウェプサイト「事業内容」

より)

52) 災害や紛争発生時、医療・保健衛生分野を中心に緊急

人道支援活動を展開。世界32の闘と地域にある支部の
ネットワークを活かし、多国籍医師団を結成している。

(認定特定非常利活動法人 AMDAウェプサイト rAM-

DAとはJ静.者要約)
53) 仏教を背景にしたターミナルケア活動。
54) 三者それぞれの総論を比較して、総論としてまとめる
ため、ある教団では既に取り組んでいる支援について、

取り組む必要性を指摘する場合がある。また、三者の回

答数の円グラフを示すが、複数回答は案分等をせずにそ

のまま集計している。

55) 牧田 (2007)p. 276は、プログラムオフイサーの仕事
を「助成機関における助成プログラムを創出し、運営し、

展開していくことである」と説明している。

56) 内田・佐藤 (2006)、pp.118-119

57) 田尾 (2∞4)、pp.232-233 
58) 棲井 (2∞9)、p.iv 
59) 大正大学 BSR推進室 (2015)、p.2
60) ISO (国際標準化機構)が2010年11月1日に発行した、
組織の社会的資任に関する国際規格。

61) 大正大学 BSR推進室 (2015)、p.2
62) 秋吉 (2017)、pp.32-33 
63) 株式会社みんれびが Amazonで提供するサーピス。
公益財団法人全日本仏教会が2016年3月に販売中止を要
請する文書を送付し、メディアに注目された。

64) 一般財団法人お寺の未来が提供する支援。但し、同法

人は真宗大谷派と連携して寺院のマネジメント支援を

行っている。
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